
 

都市公園を活用した老朽施設の集約化による 

地域活性化に係る官民連携手法導入可能性調査 

 

報 告 書 

 

 

 

 

令和３年３月 

 

千葉県市原市 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

  



  



目次 

1 本調査の概要 ...................................................................... 1  

1-1  調査の背景と目的  .......................................................................... 1  

1-2  自治体の概要  ............................................................................... 2  

①  市の位置、地勢、沿革  ......................................................................... 2  

②  人口、人口構造  ............................................................................... 3  

1-3  事業発案に至った経緯・課題  ................................................................ 9  

①  自治体が抱えている課題  ...................................................................... 9  

②  上位計画との関連性や既往施策等  .......................................................... 10  

③  本事業の発案経緯  .......................................................................... 12  

④  本事業の必要性  ............................................................................. 13  

1-4  庁内の検討体制  .......................................................................... 14  

①  庁内検討体制  ............................................................................... 14  

②  受託事業者の体制  .......................................................................... 14  

2 本調査の内容 .................................................................... 15  

2-1  本調査の流れ  ............................................................................. 15  

3 前提条件の整理 .................................................................. 16  

3-1  対象敷地及び対象施設の概要  ............................................................ 16  

①  対象敷地  .................................................................................... 16  

②  対象施設  .................................................................................... 17  

3-2  関連する法的条件等の整理・検討等  ...................................................... 20  

3-3  基本方針の整理  .......................................................................... 21  

①  基本理念  .................................................................................... 21  

②  複合施設及びオープンスペースに想定する 4 つの場  ......................................... 21  

3-4  施設機能等の整理  ........................................................................ 22  

①  複合施設  .................................................................................... 22  

②  オープンスペース  ............................................................................. 24  

③  コア事業（複合施設・オープンスペース）において展開を期待する事業  ...................... 25  

④  認定こども園  ................................................................................. 26  



3-5  跡地活用の概要  .......................................................................... 28  

4 事業化検討 ...................................................................... 29  

4-1  仮説の設定  ............................................................................... 29  

①  事業手法・スキームの検討  ................................................................... 29  

②  リスク分担の検討  ............................................................................ 38  

4-2  サウンディングの結果等  .................................................................... 41  

①  民間事業者に対する市場調査  ............................................................... 41  

②  地域ニーズに対する調査  ..................................................................... 45  

4-3  VFM の検討  .............................................................................. 47  

①  各種設定条件（利用料金、稼働率等）とその根拠  ......................................... 47  

②  利用できる補助金等  ......................................................................... 48  

③  手法別の公共負担額の整理  ................................................................ 50  

④  VFM 算出結果  ............................................................................. 51  

4-4  仮説の検証結果  .......................................................................... 52  

①  官民連携手法の導入可能性について  ........................................................ 52  

②  その他、本調査の結果得られた示唆  ......................................................... 57  

5 今後の進め方 .................................................................... 62  

5-1  事業化に向けてのスケジュール  ............................................................. 62  

5-2  今後の検討事項等  ........................................................................ 63  

6 資料編 ........................................................................... 65  

6-1  地域の市場やニーズに対する調査の概要  .................................................. 65  

①  地域の市場やニーズに対する調査対象及び実施方法  ........................................ 65  

②  地域の市場やニーズに対する調査内容  ...................................................... 65  

6-2  市場調査の概要  .......................................................................... 66  

①  市場調査対象企業及び実施方法  ........................................................... 66  

②  市場調査で用いた事業概要書  .............................................................. 67  

③  市場調査内容  ............................................................................... 79  

 



1 

 

1 本調査の概要 

1-1 調査の背景と目的 

市原市（以下「市」という。）は、市原市公共施設再配置基本方針（以下「基本方

針」という。）に基づく具体的な公共施設再配置推進のモデルケースとして、八幡宿

駅西口に立地する老朽化した 7 つの公共施設を対象に市民との対話や連携に基づき、

2020（令和 2）年 3 月に「八幡宿駅西口公共施設再配置基本計画」（以下「基本計

画」という。）を策定した。 

本事業では、当該基本計画を踏まえ、6 施設の機能を集約した複合施設を既存ストッ

クである八幡運動公園（都市公園）等の敷地を活用し整備することにより、地域の文

化や歴史を継承しつつ、新たな価値を付加するとともに、施設面積削減に伴う財政支

出の低減を目指す。併せて、複合施設と一体的にオープンスペースの整備及び管理運

営を実施することにより、賑わいや交流の創出、地域イベントの実施による地域交流

を図る。さらに、公共施設再配置後に生じる既存施設の各跡地についても地域の魅力

創出のための活用を図る。 

本調査は、上記に示す複合施設やオープンスペースといった多様な機能を有する施

設について一体的かつ効果的な官民連携手法の導入可能性を明らかにするとともに、

既存ストック（都市公園である八幡運動公園）の活用に係る課題の検討や、跡地の一

体的活用による既成市街地の面的なリノベーションの実現可能性を検討することを目

的とする。 
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1-2 自治体の概要 

市の概要は、以下のとおりである。 

① 市の位置、地勢、沿革  

市原市は、東京都心からほぼ 50km 圏で千葉

県房総半島の中央に位置し、北は千葉市、東

は茂原市、長柄町、長南町、大多喜町、西は

袖ケ浦市、木更津市、君津市に接している。 

面積は約 368 平方 km と、県内一の面積を有

する広域都市である。 

地形は、市の中央部を養老川が南東から北西

へ向けて縦断し、臨海部及び養老川中下流域

には田園利用の平坦地が占め、内陸部は緩や

かな丘陵部や山間地域で構成される。 

 

全国で人口及び産業の都市部への集中が進んだ昭和 30 年代、臨海部の広大な埋立地

には大規模な工場の立地が進み、市は工業都市として急速に発展した。 

高度経済成長期には、石油化学工業をはじめとする大手企業が多数進出し、京葉臨

海工業地帯の中核都市として発展するとともに、臨海工業地帯や、首都圏のベッドタ

ウンとして住宅団地の造成や市街地整備がさらに活発化し、人口も急激に増加した。 

その後も、東日本旅客鉄道（JR）各駅周辺とその後背地での宅地の拡大や、国分寺

台、千原台（現在のちはら台）の土地区画整理事業、光風台団地などの大規模開発に

より、都市基盤の整備が進み、概ね現在の市原市の姿となった。 
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② 人口、人口構造 

(ア)人口推移と将来推計  

市の人口は、昭和 30 年代から 40 年代にかけて臨海部企業の進出が相次ぎ、その後

の市街地整備等により急激に増加を続けた。 

2010（平成 22）年頃の 28.0 万人をピークに、近年は概ね横ばいで推移。市原市人

口ビジョンの推計では、今後は人口減少傾向が強まり、2026（令和 8）年に 26.4 万

人、2036（令和 18）年には 23.8 万人になると見込まれる。 

また、年少人口と生産年齢人口は減少し、高齢人口は 2025（令和 7）年までは急激

に増加、それ以降は緩やかに増加すると見込まれる。 

 

出典：市原市人口ビジョン 

図 1 人口推計  
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(イ)人口・世帯人口の推移  

市の人口は、1963（昭和 38）年の市制施行から、臨海部への企業立地や首都圏のベ

ッドタウン化を背景に増加したが、2010（平成 22）年頃をピークに減少傾向へと転じ

ている。 

 

出典：住民基本台帳 

図 2 人口・世帯人口の推移  

 

(ウ)世代別の人口推移  

年少人口（0～14 歳）は、近年減少傾向にあり、10 年間で約 5 千人減少した。 

生産年齢人口（15～64 歳）も、近年減少が続き、10 年間で約 2.2 万人減少し約

16.5 万人となった。2019（令和元）年の市人口に占める割合は、60％を下回った。 

高齢人口（65 歳以上）は、10 年間で約 2.3 万人増加し、2019（令和元）年には、

市人口の 28.8％を占めるに至った。 

 

出典：住民基本台帳 

図 3 世代別の人口推移  
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(エ)自然動態の推移  

自然動態（出生と死亡の差）では、2008（平成 20）年以降、出生数が死亡数を下回

る「自然減少」の傾向にある。少子高齢化の進展により、この傾向は継続すると考え

られる。 

出典：住民基本台帳 

図 4 自然動態の推移 

 

(オ)社会動態の推移  

社会動態（転入と転出の差）では、1996（平成 8）年以降、転入数が転出数を下回

る「社会減少」の傾向が続いているが、近年は均衡している。 

年齢別では、20 歳から 39 歳までの若い世代で転出が転入を大きく上回る傾向とな

っており、とりわけ 20 歳から 34 歳の女性の転出超過の状況が顕著である。 

出典：住民基本台帳 

図 5 社会動態の推移  
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出典：総務省住民基本台帳人口移動報告より作成 

図 6 年齢別転入超過数（2015 年～2019 年の合計）  

 

(カ)地区別・世代別・世帯別の転入出状況  

5 年間の転入者・転出者の地区別・世代別・世帯別の転入出の状況では、五井地区・

姉崎地区・市原地区の臨海部の地区、及び内陸部の住宅団地がある辰巳台地区・有秋

地区は、10 代単身世帯の転入超過が認められ、就職や進学に伴う若年層の転入がある

と考えられる。 

市東部で、比較的新しく造成された住宅地を有するちはら台地区・市津地区では、

30～40 代を含む複数名で構成される世帯の転入超過が顕著であり、今後も当面はこの

傾向が続くと考えられる。 

五井地区・姉崎地区・辰巳台地区・南総地区・有秋地区については、20～40 代の複

数名で構成される世帯の転出超過が多く、子育て世代の減少が課題である。 
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出典：住民基本台帳より作成 

図 7 地区別・世代別・世帯別の転入・転出の状況（2015 年～2019 年の合計）  
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さらに地区別の人口の増減及び転出者の状況をみると、市南部の三和、南総及び加

茂地区は、人口に占める市外転出者の割合が小さく、主な人口減少要因は、自然減と

市内での転居が多い。このことから市内においては、主に北部の地区が人口の市外流

出を抑制する「人口のダム」の役割を担っていると考えられる。 

 

表 1 地区別の人口の増減の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住民基本台帳より作成 

 

表 2 地区別の転出者状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住民基本台帳より作成 
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1-3 事業発案に至った経緯・課題  

① 自治体が抱えている課題 

(ア)市原市のまちづくり  

立地適正化計画  ・都市の賑わいと交流、市民が安心できる生活の実現に向け

た持続可能なまちづくりが必要。 

・JR3 駅(八幡宿・五井・姉ケ崎)周辺の活性化のため、鉄道

駅を中心に若者・子育て世代をターゲットとして拠点性を

向上。 

拠点形成構想  ・八幡宿駅は、JR と、臨海部の工業地や辰巳台・ちはら台な

どの住宅地へのバスネットワークの交通結節点。 

・千葉・東京方面へ通勤する子育て世代、通学する若者が生

活し交流できる生活利便施設の地域コミュニティ機能の維

持・誘導が求められる。 

JR3 駅周辺のスポンジ化の状況  ・駅周辺を中心に拠点となる市街地が形成されているもの

の、人口減少による低密度化が懸念される。 

・八幡宿駅周辺の商店街は、以前の賑わいが縮小。ビジネス

で利用できる店、休日に利用できる店が少ない。 

※八幡宿周辺に関連する内容を抜粋 

 

(イ)財政状況  

財政状況 ・2020（令和 2）年度の歳入は、2010（平成 22）年度と比較

して市債や県支出金などの依存財源が増え、自主財源が減

少。 

・2020（令和 2）年度の歳出は、2010（平成 22）年度と比較

して約 50 億円増加。このうち民生費は約 230 億円から約

388 億円と大幅に増加。 

・主として公共施設の改修・更新やインフラ整備に充てられ

る投資的経費は抑制傾向。 

・近年は経常収支比率が 90％を超える状態が継続し、財政状

況の硬直化が進む。 

 

(ウ)公共施設の現状と課題  

保有量  ・2021（令和 3）年 2 月現在、総延べ床面積は約 68 万㎡。 

・小学校などの学校教育系施設が 60％を占める。 

老朽化の状況  ・大規模な改修や建替えの必要性が高い「築 30 年以上」が全

体の 70％を占める。 

・「築 20 年以上」の施設が全体の約 20％を占めることか

ら、今後約 90％の施設で、老朽化への何らかの対応が必要

と見込まれる。 

更新等費用の見通し  ・国の「インフラ長寿命化基本計画」体系に基づき、市原市

公共資産マネジメント推進計画におけるインフラ施設及び

公共施設の個別施設の具体的な対応方針を定める、個別施

設計画を策定。 

・個別施設計画により、今後 10 年間の公共施設、インフラ施

設の更新等費用として、約 1,185 億円が必要と見込まれて

いる。（2021（令和 3）年 2 月時点） 
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② 上位計画との関連性や既往施策等 

上記課題や上位計画、既往施策等、モデル地区周辺の現況を踏まえ、本事業は以下

の「賑わい・交流」や「多様なライフスタイル」、「安心・安全」、「歴史」に係る

地域課題の解決を推進するものと位置付けられる。 

具体的には、後述する基本方針においても整理する。 
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図 8 上位計画等を踏まえた本事業の位置付け  

 八幡運動公園と飯香岡八幡宮が緑の拠点や多様性を形成

 八幡公民館や市原青少年会館の一部主催事業で屋外活動の
場として利用されている

八幡運動公園周辺の現況

歴史

飯香岡八幡宮との連携

賑わいの場の再生

祭りやイベントの継承

安心・安全

子どもがのびのびと過ごせる環境の創出

高齢者を支える医療・福祉機能の導入

防災機能の継承・施設の強靭化

多様なライフスタイル

多様な講座・学習の場の継承

気軽なスポーツ・健康促進の場の創出

働く場・子育て支援の場の創出

賑わい・交流

居心地の良い滞留場所の創出

緑を活かした憩い・遊びの場の創出

子育て世代・若者・高齢者の居場所創出

 徒歩圏内に店舗や公共施設を配置、新たな居住を誘導

 公共施設は類似機能を再編・高度化、民活導入やLCC低減

 コミュニティ機能、商業機能の充実

 認定こども園・保育所、子育て支援センターは積極的に誘

導・充実

 病院、診療所、支所、コミュニティ施設・公民館、福祉拠
点施設、地域包括支援センター、大学専修学校各種学校、
小中学校、スーパー等は維持・誘導

 八幡宿駅周辺の店舗の充実

 都市機能の充実、新たな定住や交流につながる市街地環境
の整備

 子育て世代・若者が利用する利便施設の維持・誘導

 生きがいづくりや高齢者が安心して生活できる医療・福祉
機能の誘導

 積極的な緑化と緑と調和した空間づくり

 日常的なスポーツの場の創出

 モバイルワークの場の創出

 公共交通網形成計画との連携によるネットワーク強化、ア
クセス向上

 公共施設の強靭化・規模と費用の適正化

 備蓄倉庫、避難所等の機能の維持

上位・関連計画から求められること

 人口減少、少子高齢化が進行

 市原地区内では八幡宿駅周辺に人口が密集

人口

 子育てしやすい、安全なまち

 飲食店や滞留スペースの創出

 若者の居場所の創出

 八幡の歴史や文化に触れられる

八幡宿駅周辺のまちづくりに関する勉強会

 ものづくり、子育て、運動、学習などの多様な講座

 飯香岡八幡宮秋季大祭、八幡臨海まつりなどのイベント

既存のイベント・講座

モデル地区の地域課題

 計画地以西は埋立地で、海辺の賑わいの場であった

 かつては飯香岡八幡宮やまちから富士山が見えた

 県道24号線の商店街はかつての賑わいが薄れている

歴史

 白金通り及び県道24号線合わせて５つのバス路線が八幡宿
駅とその他地域を結んでいる

 八幡宿駅や計画地周辺は気軽に利用できる飲食店等の店舗
が少ない

 若者や子育て世代の交流の場が乏しい

周辺環境

 1,000～5,000に１回の確率の高潮や、発生頻度が極めて低
い最大クラスの津波の悪条件下での想定として、最大3.0m
未満の浸水が想定されている

 八幡宿駅西口側には、八幡公民館と市原青少年会館を除い

て避難所となる公共施設が近隣にない

災害リスク

 オープンスペースの活用や民間との連携強化を推進

【新型コロナウイルスの影響】

 オープンスペースの重要性の向上や活動の多様化

 近距離移動生活圏での活動やリモートワーカーの増加

 子どもの育ちの場や心身の健康維持におけるオープンスペー
スの重要性が再認識

社会動向

課題解決によるモデル地区の定住の促進

総 総合計画 資 公共資産マネジメント推進計画 幼 市立幼稚園及び市立保育所再編成計画

都 都市計画マスタープラン 交 公共交通網形成計画

拠 拠点形成構想

立 立地適正化計画

緑 緑の基本計画 バ バリアフリー構想

ス スポーツ推進計画 情 情報化推進計画 防 地域防災計画

総 都 資 幼

総

都

立

立

拠

拠

拠

拠 ス

緑

ス

交

総

防

情

バ
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③ 本事業の発案経緯 

市の公共施設については、本格的な人口減少社会を迎え厳しい財政状況が見込まれ

る中、進行する老朽化や予想される大規模災害等への対応、集約型都市構造への転換

など、様々な課題が顕在化している。 

これらの課題に対して、中長期的かつ全庁横断的な視点で、公共施設等の質と量、

コストの最適化に取り組むため、2016 (平成 28) 年 3 月に、公共施設等総合管理計画

に相当する「市原市公共資産マネジメント推進計画」（以下「推進計画」という。）

を策定した。 

続いて、2018 (平成 30) 年 3 月には、学校、庁舎その他の公共施設に係る中長期的

な視点に立った計画的な再配置（複合化、集約化、廃止、除却等）を推進するための

基本的な考え方として、「市原市公共施設再配置基本方針」を策定するとともに、公

共施設再配置を推進するための先行的な取り組み（モデルケース）として、八幡宿駅

西口周辺に位置する以下の 7 つの公共施設を対象に検討することとした。 

こうした中で、2018（平成 30）年度から市民ワークショップや地域懇談会等におい

て、施設利用者や地域住民等との連携のもと、ゼロベースで施設のあり方から必要な

機能や諸室の構成、建設場所について検討を重ね、2020（令和 2）年 3 月に「八幡宿

駅西口公共施設再配置基本計画」を策定し、複合施設整備を目指すこととなった。 

 

表 3 対象施設の用途、延床面積及び築年数  

施設名称  用途  延床面積  
建築年度(築年数)

※1 

1 八幡公民館 市民文化系施設 3,584 ㎡ 1972 年度（48） 

2 市原青少年会館※2 市民文化系施設 1,497 ㎡ 1978 年度（42） 

3 市原市武道館 スポーツ・レクリエーション施設 270 ㎡ 1984 年度（46） 

4 教育センター 学校教育系施設 1,511 ㎡ 1980 年度（40） 

5 青少年指導センター 学校教育系施設 343 ㎡ 1968 年度（52） 

6 市原支所 行政系施設 609 ㎡ 1985 年度（35） 

7 八幡認定こども園 子育て支援施設 1,083 ㎡ 1978 年度（42） 

合計： 8,897 ㎡ 平均築年数 43 

※1 築年数は 2020（令和 2）年度時点。 

※2 市原青少年会館は千葉県の所有する建築物。 
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一方、事業予定地は、JR 内房線八幡宿駅至近、市原市立地適正化計画における都市

機能誘導区域に立地し、誘導機能の拡充や収益施設の導入が期待されているが、当該

駅周辺には、飯香岡八幡宮（国指定重要文化財）の門前町で旧宿場町として、既成市

街地や商店街が形成されているものの、近年では空き家・空き店舗が増加し、都市の

スポンジ化が進行している。 

このような経緯から、民間事業者の創意工夫を最大限活用することによって、市の

玄関口、八幡宿駅周辺 1 キロメートル圏内に所在する老朽化した公共施設を、都市公

園内に機能集約・再編し、公共施設の延べ床面積を縮減するとともに、複合施設、オ

ープンスペース、民間収益施設との一体的・効果的な整備、及び公共施設移転後の公

的不動産を活用した地域活性化を目指す本事業を発案するに至った。 

 

④ 本事業の必要性 

市では、推進計画（公共施設等総合管理計画）等に基づく、計画的な対応が喫緊の

課題となっており、対象施設は老朽化が顕著で一部耐震性に課題があることから、公

共施設集約・再編の先行モデルとして早急に実現を図る必要がある。 

人口減少、少子高齢化等により地域活力低下が懸念される中、市民ワークショップ

やアンケートにおいて、単に老朽化した施設を合築更新するのではなく、地域課題へ

の対応や、にぎわいと交流の創出が求められている。 

都市機能誘導区域内は狭隘な敷地が多く、一定の規模を有する一団の土地が限られ

る。このことから、公的不動産の既存ストックを積極的に活用するとともに、さらに

集約後の公共施設跡地についても効果的な活用方法を検討し、官民連携のもと周辺地

域全体の価値向上につなげる必要がある。 
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1-4 庁内の検討体制 

① 庁内検討体制 

基本計画の策定にあたっては、市民との対話と連携のもとで検討を行うため、地域

や施設利用者の代表等で構成する市民ワークショップを設置。2018（平成 30）年 10

月から 2019（令和元）年 12 月まで、計 6 回のワークショップを開催し、再配置に係

る討議と意見聴取を行っている。 

庁内では、関係部署課長級職員による「庁内プロジェクトチーム」を設置し、各回

の市民ワークショップ及びアンケート等で得られた市民意見の整理や対応の検討を行

うとともに、市長が議長である「市原市公共資産マネジメント推進本部会議」によ

り、全庁横断的な体制で再配置に係る検討を行っている。 

なお、本調査においても、庁内の検討体制は同様の体制を取っている。 

 

② 受託事業者の体制 

本業務は複合施設や八幡認定こども園の建築計画、オープンスペース、跡地の活用

を含めた事業手法検討等、各分野が密接に連携する業務である。そのため、受託事業

者においては官民連携事業に係る検討実績の豊富な管理技術者を中心に、PPP・建築・

ランドスケープといった各分野の専門メンバーが連携する体制を構築し、PPP 分野担

当を主な連携窓口として検討を行った。 

 

図 9 市と受託事業者の関係 
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2 本調査の内容 

2-1 本調査の流れ  

本調査は、以下のフローに基づき実施した。 

 

 
図 10 本調査のフロー  

  

地域    
      

前提条件、法的条件の整理
モデル地区の地域課題の整理

認定こども園の基本的な考え方の整理
・建設場所の検討

複合施設

導入機能の検討

規模の検討

オープンスペース駐車場 認定こども園

導入機能の検討

規模の検討必要台数の検討

導入機能の検討

規模の検討

施設配置図の検討

敷地内に
整備？

平面図等の検討 平面図等の検討

概算事業費の検討
（整備・管理運営）

認定こども園は
複合施設等と
分離独立して
検討可Yes

No

概算事業費の検討
（整備・管理運営）

概算事業費の検討
（整備・管理運営）

事業全体スキーム（仮説）の検討
・VFMの検討

市場調査の実施（仮説の検証）

事業全体スキーム（検証結果）、今後の検討事項等のとりまとめ

スキーム
の検討

スキーム
の検討

収益施設 跡地

基本方針の精査 基本方針の作成

平面図の検討

導入機能の検討

規模の検討

駐車場確保方法の検討
階数の検討合築/分棟の検討

活用方針の検討

展開事業・公民分担
・手法等の検討

展開事業・公民分担
・手法等の検討

公民分担
・手法の検討
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3 前提条件の整理 

3-1 対象敷地及び対象施設の概要  

① 対象敷地 

対象敷地は、八幡宿駅から約 450m（徒歩 6 分）の場所に位置する現八幡運動公園及

び隣接する市原青少年会館の敷地である。 

 

図 11 対象敷地位置図  

 

表 4 対象敷地の概要  

住所  
市原市八幡 1050-3（現在の八幡運動公園所在地） 

市原市八幡 1126 番地 1（現在の市原青少年会館所在地） 

面積  23,762 ㎡ 用地地域  第二種住居地域 

建ぺい率  60％ 容積率  200％ 

周辺状況  

JR 内房線八幡宿駅から約 450m 

広域幹線道路の国道 16 号線に近接し、対象敷地東側は都市計画道

路である白金通りに面する  
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② 対象施設 

事業の対象となる施設は、八幡宿駅西口周辺に位置する 7 つの公共施設であり、こ

のうち八幡公民館及び市原支所、八幡認定こども園は現在隣接して立地している。 

地域性として、自家用車の利用率が高く（現在の施設利用者の約 6 割が自家用

車）、複合化にあたっては現状の利用状況を考慮し、一定の駐車台数の確保が必要で

ある。 

貸室機能を持つ施設は八幡公民館、市原青少年会館及び市原市武道館となる。 

なお、八幡公民館と市原青少年会館は現在それぞれ指定管理者（ただし、利用料金

制は非適用）によって管理されている。 

 

図 12 対象施設位置図  

  

3.市原市武道館 

１ .八幡公民館 

7.八幡認定こども園 
5.青少年指導センター 

６ .市原支所 

4.教育センター 

対象敷地  

2.市原青少年会館 
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対象施設の用途、延床面積、築年数は以下のとおりである。 

それぞれの施設の設置根拠は異なるが、類似する諸室を利用者に貸し出す、貸館機

能を有する施設が近接している。 

いずれの施設も老朽化や耐震性能の不足などの課題を抱えており、本事業におい

て、効率的、効果的に再整備することが求められている。 

 

表 5 対象施設の用途、延床面積及び築年数（再掲）  

施設名称  用途  延床面積  建築年度(築年数)※1  

1 八幡公民館 市民文化系施設 3,584 ㎡ 1972 年度（48） 

2 市原青少年会館※2 市民文化系施設 1,497 ㎡ 1978 年度（42） 

3 市原市武道館 スポーツ・レクリエーション施設 270 ㎡ 1984 年度（46） 

4 教育センター 学校教育系施設 1,511 ㎡ 1980 年度（40） 

5 青少年指導センター 学校教育系施設 343 ㎡ 1968 年度（52） 

6 市原支所 行政系施設 609 ㎡ 1985 年度（35） 

7 八幡認定こども園 子育て支援施設 1,083 ㎡ 1978 年度（42） 

合計： 8,897 ㎡ 平均築年数 43 

※1 築年数は 2020（令和 2）年度時点。 

※2 市原青少年会館は千葉県の所有する建築物。 

各施設が保有する貸室の規模及び利用料金、稼働率（2015（平成 27）年度実績値）

について整理した結果を以下に示す。八幡公民館講堂は 70%以上、市原青少年会館集

会室は 60％以上と高稼働率であるものの、50%を下回る稼働率の諸室も複数確認でき

ることから、複合施設とすることで、諸室の効率的な整備が期待できる。 

 

図 13 各施設の既存貸室の稼働率等  
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八幡公民館の図書室は、図書館法上の図書館ではないが、市の中央図書館の図書館

ネットワークと連携し、図書館に準じた運用を行っている。 

なお、教育センター及び市原青少年会館にもそれぞれの図書室があるが、これらは

図書館ネットワークに含まれていない。 

 

表 6 図書機能の概要  

施設名  資料種別  ユーザ等  冊数等  備考  

八幡公民館 

図書（一般向け書籍） 開架 約 25,300 － 

図書（児童向け書籍） 開架 約 12,000 － 

その他 開架 約 500 － 

教育センター 

図書資料 
閉架 

(教職員のみ) 
9,249 

一般への貸出は行ってお

らず、開架は想定しない 

研究資料 同上 12,570 同上 

教育専門雑誌 同上 14 種 同上 

DVD 個数 同上 16 個 同上 

市原 

青少年会館 

小中学校教科書、百科事典 開架 約 900 廃棄の可能性有 

その他 開架 約 300 
図書館、市民、県への寄

贈や廃棄の可能性有 

合計 約 60,800  
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3-2 関連する法的条件等の整理・検討等 

本事業を実施するにあたって、事前に内容の確認及び検討が必要な法規・条例等を

以下のとおり整理した。 

対象敷地の大半を占める八幡運動公園は都市公園であるため、都市公園法等の制約

を受ける。近接する現市原青少年会館敷地は都市公園ではないものの、複合施設を整

備する上で適切な規模や形状を有していないため、現八幡運動公園の敷地に複合施設

を整備する必要がある。 

よって都市公園法に着目すると、建ぺい率や用途に係る制限が生じることとなる。

同法の規定では、都市公園には公園施設以外を設置することができず、条例による公

園施設の種類の追加という手段も考えられるが、本事業において整備する複合施設に

は市の事務所機能である「市原支所」などが含まれているため、公園施設と見なすこ

とが困難と考えられる。従って、対象敷地での複合施設整備にあたっては、八幡運動

公園の一部又は全部を都市公園から除外することを検討するなど、敷地全体の有効活

用を図れる手段の検討が必要になると考えられる。 

 

表 7 事前に内容の確認及び検討が必要な法規・条例等  

法規・条例  概要  

都市計画法、市原市開発行為設計基準 
開発行為等に関する許可申請、都市公園の廃止手

続き など 

開発行為における雨水流出抑制対策の手引き 雨水排水計画の立案、河川管理者との協議 など 

都市公園法、都市公園法施行令、都市公園法

施行規則 

都市公園に係る法令全般（建ぺい率、用途制限、

緑化率など） 

市原市都市公園条例、市原市都市公園条例施

行規則 

建ぺい率、用途制限、緑化率等に係る市の基準等

の確認 

建築基準法、千葉県建築基準法施行条例 建築確認申請に係る法令全般 

宅地造成等規制法 

対象区域の有無（市原市内に、宅地造成規制法に

基づく体躯造成工事規制区域の指定がないことを

確認） 

消防法、市原市火災予防条例 消防水利施設の要不要 

千葉県福祉のまちづくり条例 
高齢者や障害のある方々が安全かつ快適に利用で

きる施設整備 

市原市中高層建築物等の建築に係る紛争の予

防と調整に関する要綱 

中高層建築物に該当する場合、紛争の予防と調整

に関する書類の提出 

市原市景観条例 良好な景観の形成に係る届出 

市原市緑の保全および推進に関する条例 

市原市緑の保全および推進に関する条例に基

づく緑化協定実施要綱 

協定で定める緑地率の確保（樹木により、当該開

発区域の 10%以上） 

市原市狭あい道路の整備に係る後退用地等の

確保に関する要綱 
対象となるか確認（東側道路は対象外） 
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3-3 基本方針の整理 

基本計画において掲げられた基本理念を踏まえ、複合施設のみならずオープンスペ

ースも重要機能として位置付けること、また、現下の社会情勢、対象敷地周辺に係る

時代背景や地域特性等を踏まえ、内容の精査・整理を行った。 

 

① 基本理念 

本事業では複合施設とオープンスペースを本事業のコア事業として一体的に活用し

魅力的な公共空間を創出することを目指し、基本理念について「“もっと前へ”新し

い時代の公共空間を目指す」とする。 

 

図 14 複合施設及びオープンスペースに係る基本理念  

 

② 複合施設及びオープンスペースに想定する 4 つの場 

前述の地域課題の解決に寄与し、かつ上記の基本理念を具現化するため、本事業に

おいて「交流と集いの場」、「自己実現の場」、「地域支援の場」、「歴史と知識の

場」という 4 つの場の創出を想定する。 

 

表 8 複合施設及びオープンスペースに想定する 4 つの場  

交流と集い  

の場  

『多様な人々のつながりや安心を育む。』 

・地域の誰もが気軽に訪れ、集まり、活動を促す施設に再構築 

・多様な世代・主体の活動の場、地域の対話の場、連帯とイノベーションの創出 

・緑とオープンスペースを活かした憩い、遊びの場の創出 

自己実現  

の場  

『自己を表現し人生を充実させる。』 

・多様なライフステージに適した活動や運動、学びを促す施設に再構築 

・楽しみ・学びを通じた生きがいや成長機会の創出 

・目的に応じて自分らしく使える場の創出 

地域支援  

の場  

『地域住民の生活を支え、地域を活性化する。』 

・青少年や子どもの健全育成の支援 

・身近な行政サービスの提供や地域主体のまちづくりの支援 

・災害時の避難場所の提供や避難時の生活の支援 

歴史と知識  

の場  

『地域の歴史・文化の継承と新たな知の拠点を形成する。』 

・地域の歴史・文化や祭りの継承 

・Society 5.0 時代に対応した IoT 設備の利用環境を整備 

・多様な講座や体験プログラム、図書機能による学習環境の整備 

『“もっと前へ” 新しい時代の公共空間を目指す』 

○みんなが来たくなる、わ  (和・輪)が広がる場とする  

○歴史、文化を継承し、地域にとってより魅力的な場とする  

○将来にわたって市民に親しまれる場とする  
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3-4 施設機能等の整理 

① 複合施設 

対象施設の課題や市民意見、再配置基本方針等を踏まえ、公共施設再配置の推進に

より課題の解決を図るとともに、新たな時代に対応した施設整備を目指すものとす

る。 

検討にあたっての基本的な考え方は以下のとおり。 

 

【１】重複する機能の解消及び施設価値の向上 

  対象施設には貸室機能を有する施設が重複しており、稼働率が低い施設がある。 

  市民ニーズに対応する必要な既存機能の拡充や新たな機能の導入のため、機能集約

による施設の効率化と施設価値の向上を図り、質と量の最適化、コストの縮減に繋

がる再配置を実現する。 

 

【２】長く安心・安全に使える施設 

  自然災害への対応を考慮し、長く安心・安全に使える施設を目指す。 

  先行的な機能集約を伴う更新により、更新等費用全体の平準化とトータルコストの

縮減に取り組む。 

 

【３】対象施設以外の施設・市有地の活用 

  既存ストックの活用を検討し、効果的な再配置及び財政負担の軽減を図る。 

  対象施設以外の周辺施設等や、民間活力の活用も含めた一体的な検討により、複合

施設との相乗効果による新たな交流や賑わいを創出する等、効果的な再配置に取り

組む。 
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以上の考え方に基づき、前述した 4 つの場に求める機能や諸室例、面積の目安を下

表のとおり整理した。 

 

表 9 複合施設において想定する機能及び面積等  

機能  諸室例  面積（目安）  

交流と集いの場  

地域活動支援機能 
多目的エントランスラウンジ/子育て支援スペース/ 

民間収益施設 等 
約 300 ㎡ 

自己実現の場  

生涯学習支援機能・ 

青少年活動支援機能 

多目的室（小・中・大）/和室/調理室/体育室/ 

多目的運動室/更衣室・シャワールーム/保健室 等 
約 1,700 ㎡ 

地域支援の場  

青少年健全育成機能 
教育相談室/教育相談室用待合室/適応指導教室/ 

青少年指導用相談室/適応指導個別対応室 等 
約 800 ㎡ 

行政機能 事務室/行政窓口 等 

歴史と知識の場  

情報支援機能 
図書室/図書児童コーナー/学習ブース/ 

多目的 IT ルーム/教育センター機能用倉庫 等 
約 500 ㎡ 

その他  

付帯機能 

事務室（貸館管理）/給湯室/更衣室/会議室兼休憩室

/機密文書用書庫/倉庫/応接室/印刷室/共有部（通路・

階段・トイレ等） 

約 2,200 ㎡ 

合計 約 5,500 ㎡ 

 

また、複合施設において想定される諸室のつながりについて以下に示す。なお、施

設のレイアウト図ではない点に留意を要する。 

 

図 15 複合施設において想定される諸室のつながり   
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② オープンスペース  

複合施設内の機能に利用目的を持たない方々にも前述の 4 つの場を提供し本施設の

利用を促進するとともに、周辺地域や道行く方々に対しても賑わい等の効果が波及し

ていくことを期待し、オープンスペース導入施設の例を以下のとおり整理した。 

導入施設の例内の凡例は、対応する 4 つの場を表している。 

 

 

図 16 オープンスペースの導入機能  
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③ コア事業（複合施設・オープンスペース）において展開を期待する事業  

以上の導入機能を活かし、施設と屋外空間が一体化したコア事業として以下のよう

な多世代を対象とした多様な事業の展開を期待する。 

 

 

 

図 17 コア事業において展開を期待する事業  

  

○交流と集いの場 ｜ 地域活動支援機能、憩い・交流機能 ○自己実現の場 ｜ 健康促進機能

○地域支援の場 ｜ 防災機能

○歴史と知識の場 ｜ 歴史・文化継承機能

キッチン
カーによる
飲食物の
提供

市内農家や
地域住民に

よる
マルシェ

商店街店舗
の出張販売

飲食
イベント

花植え
イベント

パブリック
ビュー
イング

キャンピン
グオフィス

ブック
ピクニック

ヨガ教室

防災訓練

地域のお祭・
イベント

健康増進
プログラム

まちあるき

こども園
と連携した
イベント

子ども・親・
高齢者の

交流イベント

夜間の
利活用

例）本の読み聞かせ
紙芝居

例）BBQ・キャンプ
ナイトシアター

例）昔の遊び体験

 ヨガ教室などの若い世代も積極的に参加するプログラムや高齢者の健康

増進に寄与するプログラムなどの展開により地域住民の健康を促進する。

 定期的な防災訓練等の実施により地域住民の防災意識向上や防災へ

の理解を促進する。

 地域の伝統を体感できるイベントや歴史を知ることができるイベントの実施

により地域への理解や愛着を高める。

 休日だけでなく平日も実施可能な事業により日常的な賑わい・交流の創出する。

 商店街店舗や市内農家など地域の人々の活動が地域内外の人々の交流を促進する。

 多様な世代の交流を深めるイベントの実施により地域のつながりを育む。

 非日常の体験ができるイベントの実施により地域を盛り上げる。
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④ 認定こども園 

八幡認定こども園は、現在市が運営する公立の認定こども園であり、定員は 164 名

（1 号 31 人、2 号 100 人、3 号 33 人）である。 

当該八幡認定こども園の整備に関して、以下を基本的な考え方として設定する。 

・地域との連携による充実した地域子育て支援拠点の形成 

 （キーワード：機能連携、地域交流、多世代交流、見守り） 

・誰もが安全・安心に利用できる施設計画 

 （キーワード：防犯性、リニューアル、ユニバーサルデザイン、十分な駐車場の

確保、近隣への騒音への配慮） 

・子どもの成長に合わせた子育て環境の整備 

 （キーワード：利用しやすい園庭、子ども用トイレ設備の充実） 

 

八幡認定こども園の建設場所に関する比較検討により、多くのメリットが想定され

る複合施設との同一敷地内に認定こども園を整備する案（下図の案Ａ又は案Ｂ）を基

軸として施設計画を検討する。なお、八幡認定こども園の移転にあたっては、認定こ

ども園における子どもの声等が周辺に与える影響に関しては十分に配慮した上で検討

を進める必要がある。 

 
図 18 認定こども園の整備における基本的な考え方  

  

案A こども園・複合施設
同一敷地内隣接

案B こども園・複合施設
同一敷地内近接

案C こども園・複合施設
別敷地整備

配置案

複合施設との
機能連携
(地域子育て支援拠
点機能の充実)

複合施設とこども園が隣接し連携が
図りやすい（園児や保護者が複合施
設を利用しやすくなる→複合施設の
稼働率が上がる）

◎

複合施設とこども園が近接し連携が
図りやすい（園児や保護者が複合施
設を利用しやすくなる→複合施設の
稼働率が上がる）

◎
複合施設とこども園が離れて連携
が図りにくい（相互利用の可能性
が低い）

△

周辺への
賑わい創出

こども園の賑わいがオープンスペー
スを介して前面道路及び地域に伝わ
ることで賑わいを創出しやすい

◎
こども園の賑わいがオープンスペー
スを介して前面道路及び地域に伝わ
ることで賑わいを創出しやすい

◎
こども園の園庭の活動が周辺に伝
わりにくい

△

          と
園庭の連続

複合施設とこども園が面するかたち
でまとまったオープンスペースの確
保が可能

○
複合施設とこども園に囲まれるかた
ちでまとまったオープンスペースの
確保が可能

○
オープンスペースと園庭は分断さ
れている（連続性は期待しづら
い）

△

認定こども園の
セキュリティ 複合施設とこども園が隣接しており

セキュリティに特に配慮が必要
△

複合施設とこども園が同一敷地内に
配置されるが、見通しの良いオープ
ンスペースを介しているため、セ
キュリティは比較的確保しやすい

○
こども園単体での整備となるため、
セキュリティは確保しやすい

◎

駐車場の
効率的利用

複合施設の駐車場と共用することで、
ピーク時間のずれを考慮した柔軟な
駐車場運用が可能

◎
複合施設の駐車場と共用することで、
ピーク時間のずれを考慮した柔軟な
駐車場運用が可能

◎
こども園単体での駐車場整備とな
るため、必要分をすべて整備する
必要がある

△
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八幡認定こども園の整備において求められる施設規模及び必要諸室を以下に示す。 

ここで、乳児室又はほふく室、保育室又は遊戯室の面積は、千葉県の「幼保連携型

認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準を定める条例」（以下

本項において「条例」という。）第 8 条第 6 項で定められている係数より必要面積を

算定している。 

また、表内の「必要諸室」とは、条例第 8 条第 1 項において園舎に備えなければな

らない設備として定められているものであるが、乳児室、ほふく室、保育室、遊戯室

以外の諸室については条例で面積が規定されていないため、斜線で示している。 

 

表 10 条例に基づく園舎・園庭の面積と現状面積  

室名  
園児数

（人）  

係数

（㎡）  

算定面積

（㎡）  

現状面積

（㎡）  
備考  

  園舎 
園舎全体の必要面積 

（下限値） 
1,005.14 1,083.00 施設個票※2 より参照 

 

必
要
諸
室
（
条
例
よ
り
） 

乳児室 

（0～1 歳） 
3 3.3 9.90 

50.75 施設概要※3 より参照 
ほふく室 

（0～1 歳） 
12 3.3 39.60 

保育室（2 歳） 18 1.98 35.64 41.61 施設概要より参照 

保育室（3 歳） 30 1.98 59.40 83.22 施設概要より参照 

保育室（4 歳） 38 1.98 75.24 101.64 施設概要より参照 

保育室（5 歳） 44 1.98 87.12 124.54 施設概要より参照 

遊戯室 

（2～5 歳） 
130※1 1.98 257.40※1 131.61 施設概要より参照 

職員室     

440.84 

 

41.20 施設概要より参照 

保健室     6.80 施設平面図より CAD 測量 

調理室     39.19 施設概要より参照 

便所     40.40 施設平面図より CAD 測量 

飲料水用設備、

手洗用設備及び

足洗用設備 

    6.00 施設平面図より CAD 測量 

  その他     416.04 
園舎面積から諸室面積合

計を引いた値 

園庭 必要面積（下限値） 859.40 1,080.00 航空写真より算定 

※1 遊戯室の面積について 

遊戯室の定員は任意設定であるが、2～5 歳の全園児（130 人）が同時使用すると仮定した際

に必要な面積として算定している。 

※2 施設個票…施設個票（八幡認定こども園） 

※3 施設概要…2020（令和 2）年度 施設概要（八幡認定こども園） 
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3-5 跡地活用の概要 

既存施設の複合化により生じる 4 か所の跡地の概要を以下に示す。 

いずれの跡地も、八幡宿駅から概ね半径 1km 圏内に位置する。共同住宅や店舗、事

務所等も整備可能な比較的制限の少ない用途地域であり、特に対象敷地向かいの市原

支所等跡地は奥行がやや乏しいものの 8,000 ㎡以上とまとまった敷地となる。 

 

図 19 活用対象となる跡地  

 

 

表 11 跡地の概要  

跡地名称   市原支所等  教育センター  市原市武道館  青少年指導センター  

所在地  
八幡 1050 番地 1、

1055 番地 1 
八幡 20 番地 八幡 1272 番地 3 

八幡海岸通 
1969 番地 44 

面積  約 8,260 ㎡ 約 1,900 ㎡ 約 890 ㎡ 約 550 ㎡ 

用途地域  

第一種住居地域 
（旧八幡幼稚園） 
第二種住居地域 
（上記以外） 

第一種住居地域 商業地域 準工業地域 

建ぺい率・容積率  60%・200% 60%・200% 80%・400% 60%・200% 

高さ制限  第一種高度地区 なし なし 

立地適正化  

計画  
都市機能誘導区域 ― 

駅からの距離  徒歩 7 分 徒歩 6 分 徒歩 5 分 徒歩 16 分 

対象敷地からの  

距離  
― 徒歩 4 分 徒歩 8 分 徒歩 10 分 

敷地周辺環境  

北側: 飯香岡八幡宮 
東側: 浅間神社、住宅等 
南側: 道路、住宅、墓地等 

西側: 都市計画道路 

北側: 住宅、墓地等 
東側: 道路 
南側: 住宅等 

西側: 住宅等 

北側: 道路 
東側: 駐車場、住宅 
南側: 住宅等 

西側: 道路 

北側: 都市計画道路 
東側: 市原土木事務所 
南側: 道路、八幡運河 

西側: 市原警察署 

 

  

※市有地外  

青少年指導センター 

教育センター 

市原市武道館 

市原支所等  
（市原支所・八幡公民館・八幡認定こ

ども園・旧八幡幼稚園（一部））  

対象敷地  
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4 事業化検討 

4-1 仮説の設定 

① 事業手法・スキームの検討 

(ア)コア事業における公民業務分担の検討  

複合施設に集約する各施設における現在の業務内容について、現在の運営状況（直

営、指定管理）及び所管と併せて一体的に整理した結果を以下に示す。 

 

 

図 20 各施設における現在の業務内容等  

 

上記の現状を踏まえた上で、コア事業（複合施設及びオープンスペース）において

想定される維持管理運営業務について、4 つの場全般にわたる業務と固有の業務に区分

した上で、公民業務分担の検討を行った。 

既存施設のうち、生涯学習課が所管する「市原青少年会館及び八幡公民館」は指定

管理者制度（ただし、利用料金制は非適用）を導入した施設となっている。これらの

施設で既に指定管理者が実施している業務は、引き続き民間事業者の業務とすること

とする。また、現在は公共が担っている業務のうち複合化にあたって民間事業者へ任

せられる業務として、施設維持管理業務が挙げられ、複合施設において効率的な施設

保守管理、清掃等の民間ノウハウの活用が期待できる。また、複合施設において新た

に生じる運営業務については、原則として民間事業者に委ね、積極的なノウハウ発揮

を期待する。 
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その他の業務については、行政の内部情報を扱うものや、民間にノウハウのない専

門知識を要する業務が想定されるため、引き続き公共側の業務とする。 

なお、現指定管理者のノウハウが有効に発揮されている業務の取扱い等について

は、当該指定管理者と協議の上、検討することを想定する。 

 

 
図 21 複合施設に係る公民業務分担の検討の方向性（仮説）  

 

 

図 22 公民業務分担の検討結果（仮説）  
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(イ)事業スキームの検討  

事業スキームの候補となる手法の形態や特徴等を整理した結果を以下に示す。 

候補手法は、その対象が「施設整備から維持管理運営まで」の場合と、「維持管理

運営のみ」の場合で大別し、前者については、さらに公共施設主導型と民間施設主導

型で区別している。 

なお、一概に「〇」の表記が多い方が望ましい手法とは限らない他、各々の手法は

組合わせることができる点に留意を要する。 

 

 

図 23 事業スキームの候補手法  
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本事業について、複合化対象となる既存施設のうち複数施設において指定管理者制

度の導入実績があること、行政機能や青少年育成健全機能等の公共性の高い機能が含

まれるという特徴を踏まえ、下記の「PPP／PFI 手法判定フロー」に基づき採用し得る

PPP／PFI 手法を検討した。 

その結果、収益性を伴う運営業務をはじめ、民間事業者が保有するノウハウを施設

整備や管理運営に活かすことができる一方、引き続き市が担う行政機能（届等受付や

証明書等交付等の受付業務、各種相談業務等）も多く含み、事業継続性の観点から施

設は市が所有することが適当である等の理由により、【BTO 方式－指定管理者制度

（使用許可権限付与・利用料金制）－混合型】が適当であると判断した。 

なお、起債の活用等が可能な場合、民間資金を活用しない DBO 方式の採用も考えら

れるが、金融機関による「事業計画やリスク分担に対する厳格な審査」、「民間事業

者の財務状況等に対する監視（モニタリング）」等、長期にわたる事業の安定性・継

続性を高める重要な機能を享受できなくなるため、ここでは PFI 法に基づく BTO 方式

を仮説として採用した。 

 

 

図 24 PPP／PFI 手法判定フローによる事業スキーム（仮説）  
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前述の事業スキームの候補手法に照らし合わせると、【BTO 方式－指定管理者制度

（使用許可権限付与・利用料金制）－混合型）】は、下記の 2 つのスキームの組み合

わせとなる。なお、PFI 事業者である SPC（特別目的会社）を指定管理者に指定するこ

とを想定する。 

 

 

図 25 事業スキーム（仮説）  
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• 公共は施設の所有権を維持したまま、
SPCに運営権を設定する。SPCは運
営権の対価を公共に支払う

• 金融機関は運営権に担保権設定可
となり、運営権を譲渡することも可

• 運営権は、設定時点で存在する「物」
に対して設定する「みなし物権」という
考え方に基づき、施設整備は対象外

• 条例制定が必要

• 公共が指定管理
者を指定し管理
運営を包括的に
委ねる

• 料金収受や使用
許可等の権限を
付与することがで
きる

• 条例制定が必要

• 都市公園法第5条_2～9を適
用し、設置管理許可を実施する

• 独立採算で行う公募対象公園
施設を設置し、一体的整備が有
効な特定公園施設も整備する

• 特定公園施設の整備費に公募
対象公園施設で得られる収益を
一部充当する必要がある

長
期
包
括

料金
収受

ノ
ウ
ハ
ウ
発
揮
余
地

対象：施設整備から管理運営まで対象

管理運営を考慮した
ノウハウ発揮は困難

施設の制約でノウハウ
発揮が限定されうる
PFIやDBOよりも委託
契約期間が短期とな
りうる

上記充当収益以外の特定
公園施設整備費は公共調達

民間所有 市所有

起債等の併用も可能

使用
許可等

特
定
公
園
施
設
に
つ
い
て
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また、本事業で提供する行政サービス以外のソフト事業は、大きく「１.情報発

信」、「２.諸室・スペース貸出」、「３.イベント・プログラムの企画・提供」の 3

つに区分できる。各区分の特性を踏まえて当該ソフト事業に係る事業スキームを検討

した結果を以下に示す。 

なお、「非収益型（収益性のない）ソフト事業の場合、市が示す要求水準において

民間事業者が実施必須とする」、「当該必須ソフト事業は、適正な履行状況の確保の

必要性が特に高いため、市によるモニタリングの対象とする」の 2 点を前提条件とし

て検討を行った。 

「１.情報発信」、「２.諸室・スペース貸出」は既存施設でも提供している機能で

あり、複合施設においても必須であるため公募時における要求水準書で規定（提案必

須化）し、モニタリングの対象にも含める必要があると考える。残る「３.イベント・

プログラムの企画・提供」は民間事業者のノウハウ発揮（収益性の向上を含む）が特

に期待できるため、民間事業者からの提案を「任意」とすることにより、独立採算に

よる実施を求め易くなるものと考える。又は、提案を必須としつつも原則として具体

的な実施内容等は規定しない（現在既存施設で実施しており、今後も継続実施を求め

るイベント等を除く）ことも考えられる。 

 

 

図 26 ソフト事業による事業スキーム（仮説）  
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(ウ)維持管理運営期間の検討 

施設供用後の維持管理運営期間について、6 つの観点（①ノウハウ発揮の観点／②事

業範囲の観点／③機能変更の観点／④制度変更の観点／⑤資金調達の観点／⑥事業者

の採算確保の観点）に基づき総合的に検討を行った。 

その結果、民間事業者のノウハウ発揮による LCC（ライフサイクルコスト）の抑制

等が期待できる一方、予見困難な大規模修繕の発生時期を含めず、かつ資金調達の実

現性も期待できる「15～20 年」を維持管理運営期間の仮説として設定した。 

 

 

図 27 施設供用後の維持管理運営期間（仮説）  
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(エ)民間収益施設  

本事業では、複合施設の機能と連携し、相乗的な魅力の向上につながる収益施設の

導入を期待している。 

一方、収益施設の所有が市と民間事業者のいずれであるか、また当該収益事業を委

託とするか自主事業とするかなどによって、民間事業者に対するインセンティブ付与

や当初提案及びその後のリニューアルの自由度等が大きく異なる事業手法の組み合わ

せが想定される。 

以上を踏まえ、ここでは民間収益施設の事業手法として考えられる候補を以下のと

おり整理した。後述する市場調査においては、当該仮説を用いて収益事業に係るリタ

ーンとリスクのバランスを含めた総合的な観点から、民間事業者の意見を聴取する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 28 民間収益施設の事業手法候補（仮説）  

 

 

  

①サービス購入型 ②混合型 ⑤民間が収益施設のイニシャルも負担④床代徴収③床代免除

委託
（ノーリスク型）

床貸し
（優遇型）

区分所有

市費用負担度合い

委託
（需要リスク負担型）

床貸し

当初提案の自由度

リニューアル自由度

満了時の取扱い

民間費用負担度合い

分棟

賑わい創出に係る
民間インセンティブ －

市が施設所有 民間が施設所有

小 中 大

小 中 大

小 中 大

市と事業者の協議により、「継続運営」又は「新規運営事業者を公募」のいずれかを市
が選択できるよう、事業契約書等に規定することが考えられる。

撤退時の取扱い
市において、代替運営事業者の確保や、公共機能の拡張による撤退スペースの活用を
図る必要がある。

継続運営の他、市へ
の無償譲渡

左記又は解体し更地
返還を求める

市への無償譲渡
（第三者への譲渡も可）

左記又は解体し更地
返還を求める

使用許可/賃貸借
（複合施設は行政財産と想定）

行政財産：PFIでの
特定建物の貸付

行政財産：－
（条件付で定期借地も可）

普通財産：定期借地
指定管理業務の一部

市
市

事業者

時間

市

市

市
事業者

市
事業者

(床代）
事
業
者 事業者

費用

時間

費用

時間

費用

時間

費用

時間

費用



37 

 

(オ)事業の総合的なスキームの検討  

対象敷地におけるコア事業等の公共事業と跡地活用事業（民間事業）について、特

に対象敷地の向かい側に位置する市原支所等跡地とは、提供するサービス等に一体性

や相乗効果が発揮されることが期待される。一方、その一体性（連鎖的・総合的な実

施）を高めるスキームほど、両者は一蓮托生となるため、必然的に公共事業が跡地活

用事業の事業採算リスクの影響を受けやすくなる。また、SPC との関わりに消極的な

事業者は参画し難いというデメリットが想定される。 

よって、事業の一体性等を軸とした下記の 3 つのスキームを候補として設定した。

「①SPC 統一型」は事業全体の一体性が最も高く、「③SPC＋別会社連携型」は公共事

業の安定性が当該候補の中では最も高い（かつ公共事業と跡地活用事業の一体性は可

能な限り確保できるよう工夫した）スキームとなる。「②SPC＋構成員型」は、いわば

他の 2 つのスキームの折衷案に相当するスキームと捉えることができる。 

 

 
図 29 事業の総合的なスキーム候補（仮説）  

  

市

SPC

対象地
（公共事業）

跡地※1

（民間事業）

市

SPC

対象地 跡地

市

別会社

対象地 跡地

構成員※2 SPC
出資 構成員

協力企業※3

事業契約事業契約
・定借等

定借等事業契約 定借等

メリット

デメリット

•全事業をSPCが実施する形であるため、
事業全体の一体性が非常に高い •跡地活用事業者にSPCへの出資

を義務付ける（構成員とする）こと
で、構成員に対して、両事業を一
体的に発展させるよう動機付ける

• スキーム①と③の折衷案に相当す
る

•対象地、跡地それぞれの事業を最適化できる
事業者による参画を期待できる（コンソーシア
ムが組成し易いため競争環境が高まりうる）

•下記デメリットへの対策として公募は一体的に
行い、別会社もコンソーシアムの一員とすること、
「SPCと別会社間で連携協定を締結し一体性
に努めさせる」という対応が考えられる

スキーム図

① SPC統一型 ② SPC＋構成員型 ③ SPC＋別会社連携型

連携協定等
の締結

•跡地活用事業の事業採算リスクをSPC
が丸抱えすることになるため、公共事業の
安定性が損なわれうる

•応募者の参画のし易さ（コンソーシアム
の組成し易さ）が低くなる

•他スキームに比して、対象地・跡地の両事業の
一体性が相対的に弱くなる恐れがある（上記
対策で軽減は可能）

応募時の
コンソーシアム

事業全体の一体性 公共事業の安定性

※１ 全跡地ではなく、事業者の参画意欲の高い跡地を想定

※２ SPCに対して出資を行う企業の呼称

※３ SPCに出資は行わず、業務の受託のみを行う企業の呼称

指定

指定 指定
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② リスク分担の検討 

(ア)リスク分担の考え方  

リスク分担は、「PFI 事業におけるリスク分担等に関するガイドライン」を踏ま

え、「リスクを最もよく管理することができる者が当該リスクを分担する」という考

え方に基づき検討するものとする。よって、民間事業者に過剰にリスク負担を強いる

ことは、逆に市の財政負担の増加を招くほか、そもそも民間事業者が本事業に対して

参画意思を示さない事態を招き得る点に留意する。 

 

 

図 30 リスク分担の考え方  

 

  

最適分担

（公共側の支出）

（リスク分担度）

保険料等による増額

従来型の分担に近づくほど
公共側の支出は増加

従来型分担
（公共負担大）

過剰分担
（民間負担大）

支
出
大

支
出
小

民間側に過剰に負担
させると公共側の支出が増加
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(イ)本事業で特に留意すべきリスク項目及び分担方法の検討  

一般的な官民連携事業に想定されるリスク（第三者賠償リスク、物価変動リスク

等）に加え、本事業では主に次に示す 7 つのリスクを想定している。各リスクについ

て想定される分担方法を以下に示す。 

特に「２.コロナ等リスク」及び関連事項と捉えることができる「６.収入変動リス

ク」は、昨今の社会情勢を踏まえ、特に留意すべきリスクと考える。 

 

 

表 12 本事業に想定される主なリスクと分担方法（仮説）  

リスク  リスクの内容 分担方法 

1.交付金等リスク  

・予定していた交付金・補助金等の

適用が見込まれなくなった場合 

・交付金・補助金等の額に変動が生

じた場合 

・公共側が全て負担する 

2.コロナ等リスク  

・ウイルス感染拡大防止のため、施

設閉館等の事態が生じた場合 

※緊急事態宣言を伴うような事態で

あり、経済的に事前に費用見積が

不可能な場合に限る 

・不可抗力条項に「公衆衛生上の事態」

を追加する 

・まずは公民の協議により負担内容を決

定し、協議が調わない場合は、一般的

な不可抗力に係る負担方法に基づく 

3.所管課調整リスク  

・各所管課の意見の相違により、事

業計画の変更が生じた場合 

・施設機能の統合・追加・削減等に

より機能の変更が生じた場合 

・計画等の変更が生じた場合は、公共側

が全て負担する 

4.災害対応リスク  

・災害が発生した際の対応 

※本対象敷地は千葉県の津波及び高

潮浸水想定において非常に稀なケ

ースでの浸水被害が想定されてい

る 

・災害発生に起因する施設の損傷等に伴

う追加費用は、不可抗力条項に基づく

対応とする 

・災害発生時に避難スペースとして使用

する場合等の費用増加は、公共側が全

て負担する 

※災害対応に配慮した提案が前提 

5. 

跡地

活用  

リスク  

5-1. 

契約不適

合リスク  

・跡地の契約不適合が見つかった場

合 

・当初想定できなかった重大な欠陥

があることが判明した場合 

・契約不適合責任期間を設定する 

・契約不適合の起因主体を明確化する 

※契約不適合に起因するものが特定でき

ない場合、公民の協議によって負担内

容を決定 

5-2. 

事業開始  

遅延・継続  

リスク  

・民間事業者の経営判断等により、

活用の着工時期が遅延する場合 

・需要の落ち込み等の理由から、事

業継続が困難となった場合 

・契約書において着手期限等を規定する 

・定期借地権の設定による土地の貸付や

売却により民間事業者が自由に事業を

行う場合は、民間側が全て負担する 

6.収入変動リスク  

・事業開始時の想定収入を超えたも

しくは下回った場合 

※民間事業者の継続的な貸室・オー

プンスペースの活用及び公共施設

としての役割維持を目的に想定 

・プロフィットシェア／ロスシェア 

※双方が一定の分担割合で負担する 

7.近隣住居リスク  

・こども園の配置に関して近隣住居

から反対意見が出た場合 

※子どもの声等に対する苦情等 

・予め近隣住民の意向を確認した上で公

民分担を明確化する 
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(ウ)制約となる法令等の解釈  

本事業を推進する上で制約となり得る法令等について、官民連携事業化という本事

業の特性を踏まえ、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法

律」（以下「PFI 法」という。）を中心に、官民連携に関わる関係法制度等の要点を

「5W2H」の観点から網羅的に抽出・整理し、以下のとおり整理した。 

結果、現時点で明らかに問題となる事項は確認されていない。 

 

表 13 「5W2H」の観点で見た留意点及び根拠法制度等  

観点  本件における留意点  根拠法制度等  

Why 目的・基本理念  

効率的かつ効果的に社会資本を整備し、低廉かつ良

好なサービスを提供する 

そのために民間の有する技術及び経営資源、その創

意工夫等の十分な発揮を促す 

・PFI 法第 1 条、 

第 3 条 

Who 
公共施設等の  

管理者等  

公共施設等の管理者等として、「地方公共団体の長」

が定められており、本件では市長が該当する 
・PFI 法第 2 条 

What 対象施設  

本件対象施設は、PFI 法で定義されている公共施設

のうち、「公共施設（公園等）、公用施設（庁舎等）、

公益的施設（教育文化施設等）」に各々該当すると

考えられる 

・PFI 法第 2 条 

When 
債務負担行為の  

設定期間  

PFI事業において国が設定する債務負担行為の設定

年限は 30 年以内となっており、自治体においても

これに準拠することが一般的である 

・PFI 法第 68 条 

・自治法第 214 条 

Where 行政財産の貸付  

PFI事業実施のために行政財産である土地を民間に

貸し付けることは、その用途又は目的を妨げない限

度において可能となる（自治法の規定に関わらない、

「特例」） 

・PFI 法第 69 条、 

第 70 条 

How 

指定管理者制度  

公の施設の設置及び管理に関する事項を条例で定

める必要がある 

利用料金を指定管理者の収入として収受させること

ができる 

・自治法第 244 条 

PFI と指定管理者

制度の関係  

PFI 事業者を指定管理者とするか予め検討し、予定

する場合はその旨の明示を要する 

PFI 事業の契約締結と指定管理者の指定を同一の

議会で議決することは可能 

・PFI 法第 13 条 

・総務省通知 

公共施設等  

運営権の設定  

利用料金を収受する既存施設における PFI 事業者

に、公共施設等運営権を設定できる 

公共施設等運営権者は、利用料金設定の権限を有す

る 

・PFI 法第 16 条 

・コンセッション 

ガイドライン 

How 

much 

客観的な評価

（VFM 評価）  

PFI 事業として実施（特定事業に選定）する際には、

客観的な評価（いわゆる VFM 評価を含む）を行い、

結果を公表する必要があるため、本業務でも VFM の

試算を要する 

・PFI 法第 11 条 

地方財政措置  

PFI 事業であっても、一定の要件を満たす場合（施

設が公所有等）、直営事業の場合と同等の国庫補助

金措置、地方債措置、地方交付税措置を講じること

が基本となる 

・自治事務次官通知 

起債制限比率  

PFI 事業の支出のうち施設整備費や用地取得費に

相当するもの等の公債費に準ずるものは起債制限比

率の計算の対象となる 

・自治事務次官通知 
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4-2 サウンディングの結果等 

① 民間事業者に対する市場調査  

前述の仮説を効果的に検証するための意見等を収集すること等を目的として、本事

業の類似事業に対する取り組み実績等を有する民間事業者に対する市場調査を実施し

た。 

 

(ア)調査概要  

本調査概要を以下に示す。 

 

表 14 調査概要  

項目  概要 

1.調査期間    2020（令和 2）年 12 月 15 日～2021（令和 3）年 1 月 22 日 

2.調査方法  

  各種仮説を盛り込んだ事業概要書及び回答票を事前送付し、原則として

ヒアリングを経た上で回答票の提出を求める方法とした。 

  ただし、ヒアリングの実施を希望しない民間事業者においては、回答票

の提出のみを求める方法とした。 

3.調査対象  

  本事業で想定する業務内容等を踏まえ、下記 22 社の調査対象企業から

回答票を得ることができた。 

〇ゼネコン・不動産関連：9 社 

〇子育て支援・屋外遊具等関連：3 社 

〇図書サービス関連：2 社 

〇駐車場関連：2 社 

〇その他管理運営・収益事業、金融関連等：6 社 

4.備考    コロナ禍に伴う緊急事態宣言後は、Web ヒアリングとした。 
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(イ)調査結果  

市場調査の結果、現時点では本事業に対して約 8 割（21 社中 17 社 ※未回答の 1

社は除く）の民間事業者から関心を得ることができている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 31 市場調査における現時点の関心度合いの結果  

 

 

その上で、事業概要書で提示した仮説について、概ね「適当である」という意見を

得ることができた中で、本事業の魅力を一層高めるための有益な意見等も多数得るこ

とができた。ここでは、前述の各仮説を検証し、より魅力的な事業とすることを目的

として、あえて「適当である」旨の回答の詳細は割愛し、検証ポイントごとの主な意

見等に着目する。その上で、各種の検証の方向性について、以下のとおり整理した。 

なお、民間事業者から本事業で発揮し得る具体的なノウハウの内容や提供し得る付

加価値のあるサービス等についても多数意見を得ることができたが、各社のノウハウ

に関わる事項であるため、具体的な内容の記載は割愛する。 

 

 

表 15 主な調査結果  

検証ポイント  主な意見等 検証の方向性 

1.複合施設諸室構成

等の妥当性等  

  新たに取り込みたいターゲットを

検証し、そのために必要な機能の

追加等も検討し得る。 

  活動用途別に諸室を設けると面積

やコストの増加、閉鎖的な空間形

成となり得るため設計への運営目

線の反映が重要となる。 

  子育て支援を充実するためには、

当該機能に係る諸室面積がやや狭

い印象を受ける。 

  民間事業者における提案自由度の確

保と市の考えの明確な伝達等のバラ

ンスを考慮した上で、公募時に提供

する情報内容や提案条件等を検討す

る。 

2.事業手法・期間等の

妥当性等  

  通常の公共施設設計の仕様からの

変更を認めることでコスト削減が

期待できる。 

  維持管理運営期間については 15 年

を基本として検討する。 

  併せて、同期間中における業務内容

非常に関心がある, 

９社

関心がある,

８社

どちらともいえない, 

２社

関心がない, 

２社
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検証ポイント  主な意見等 検証の方向性 

  維持管理運営期間が 20 年の場合

設備関連機器の全更新を要する可

能性等が生じ不確実性が高まる。 

  長期事業では期間中に業務内容の

見直しが可能であることが必要。 

  昨今の働き方改革への対応やコロ

ナ禍の影響等も考慮し、設計建設

期間は十分な期間を見込む必要が

ある。 

の柔軟な見直しを可能とする仕組み

を検討し、官民連携による提供サー

ビスの最適化と事業安定性の確保の

実現を図る。 

  設計建設期間について可能な範囲で

十分な期間を見込むよう留意する。 

3.リスクと対応策の  

妥当性等  

  要求水準書で津波や高潮浸水リス

クへの対策設定を明記願いたい。 

  事業期間中における所管条例の改

正リスクが懸念される。 

  コロナ禍による施設閉鎖等に伴う

民間収益事業の逸失利益について

も考慮されると撤退リスク軽減に

つながる。 

  民間事業者の参画意欲を高めるとと

もに、不要なリスクプレミアムを上

乗せした提案を回避できるよう、リ

スク分担に関する考え方等を可能な

限り実施方針や契約書、要求水準等

で明文化する。 

4.民間収益施設の  

成立可能性  

  市場性の観点で事業者による民間

所有の収益施設の整備は困難。 

  複合施設内を活用した収益事業の

可能性は想定できる。 

  複合施設内において民間収益事業の

展開を求めることを基本として募集

条件を検討・確定させる。 

5.対象敷地事業と  

跡地活用事業の  

一体性等  

  跡地活用事業は別公募とし PFI

事業と切り離すことで、リスクが

低減し参画もし易くなる。 

  別公募とすることで、跡地活用に

対するアイデアが出易い。 

  民間事業者の競争環境を確保しつ

つ、PFI事業と跡地活用事業の連携・

一体化を可能な限り確保できる仕組

みについて検討する。 

6.立体駐車場の  

成立可能性  

  敷地を有効活用する面では効果的

であるが投資に見合う収入は想定

し難いため、相当の追加費用負担

なしには、設置は困難と考える。 

  立体駐車場は必須事項とせず、提案

事項として取り扱う等、市の財政負

担の許容範囲と併せて実現性の高い

公募条件を検討する。 

7.オープンスペースに  

係る留意点等  

  時間帯ごとや㎡ごと等、事業者ご

とに異なる料金設計の希望があ

る。 

  早朝や夜間の利用も許容すること

でイベントの幅が広がり得る。 

  幅広い提案を許容し、選定された民

間事業者と具体的な設計等を協議・

確定できる仕組みの実現可能性につ

いて検討する。 

8.図書室機能に  

係る留意点等  

  書籍の電子化等への対応が課題。 

  運営の必要条件（司書資格者等）

があれば事前に提示願いたい。 

  複合施設において「本」の扱いを

ゼロベースで検討できるほど提案

の幅は広がる。 

  従前からの図書機能の延長として求

める事項と、さらに発展させる形を

許容する事項等について可能な限り

明文化した要求水準等を検討する。 

9.子育て支援機能に  

係る留意点等  

  男女共に利用し易い配慮が必要。 

  「子育て支援」は想定し得る範囲

が広いため、ある程度イメージの

明示が必要と考える。 

  民間事業者による一方的な提案に

委ねた場合、市のニーズから離れ

てしまう危険性もある。 

  「子育て支援」に関する具体的なイ

メージ、市の期待を可能な限り明文

化した要求水準等を検討する。 

10.都市公園の  

存続要否等  

  建ぺい率や用途等の制限、建築条

件に係る協議の煩雑化等が考えら

れるため、都市公園から外すこと

が望ましい。 

  対象敷地を一体的に活用し、にぎわ

い創出等の目的を実現し続ける観点

から、都市公園の存続要否等を見定

め、公募条件として確定させる。 
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検証ポイント  主な意見等 検証の方向性 

  一部を都市公園とする形ではない

方が対象敷地全体を一体的に運

用し続けることができる。 

11.地域関連主体との

協議主導の可否等  

  SPC が主導することも可能ではあ

るが市による協力は必須となる。 

  協議は良いが本来の施設の設置目

的やまちづくり等の趣旨から大き

く外れないようにする必要がある。 

  市の協力を前提とした上で、SPC に

積極的な関わりを求める方向で要求

水準等を検討する。 
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② 地域ニーズに対する調査 

前述の市場調査とは別に、地域のニーズに沿った導入機能を検討することを目的と

して、地域住民ならびに地元事業者に対する聞き取り調査を行った。 

過年度実施のアンケートやワークショップ及び本年度実施の地域住民や地元事業者

へのアンケートならびにヒアリング調査を踏まえた、利用者ニーズと周辺地域におけ

る充足状況は次のとおりである。なお、活用用途を下記内容に限定するものではな

い。 

 

図 32 利用者ニーズと周辺地域における充足状況の関係図  
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さらに、前述の地域ニーズが高いと考えられる前頁図中の「Ａ～Ｃ」の機能につい

て、施設運営の際に課題となる収益性や継続性の観点から、公共施設として複合施設

に導入が望まれる機能、収益施設として導入が考えられる機能、跡地活用として導入

が考えられる機能に分類した結果を以下に示す。 

 

 

図 33 施設別導入機能の検討図  
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4-3 VFM の検討 

① 各種設定条件（利用料金、稼働率等）とその根拠  

既存施設の実績値等を踏まえ、複合施設の各種条件（利用料金、稼働率等）を以下

のとおり設定した。 

この結果、既存施設の稼働率並みとした場合、年間約 1,200 万円の利用料金収入と

なる。 

 

表 16 各種設定条件の利用料金及び稼働率等  

室名  
面積

（㎡）  
室数  

利用料金  

（既存施設と

同水準）  

（円/時間）  

 

想定パターン  

利用料金：既存施設と同水準  稼働率：既存施設と同水準  

稼働率  
年間利用料金（円）  

（年間利用枠：12 時間×365 日＝4,380 コマ） 

多目的室  小  30 2 300  27.3％ 
717,444 円 

（4,380 コマ×27.3％×2 室×300 円） 

多目的室  中  60 4 300  47.5％ 
2,496,600 円 

（4,380 コマ×47.5％×4 室×300 円） 

多目的室  大  90 2 450  57.9％ 
2,282,418 円 

（4,380 コマ×57.9％×2 室×450 円） 

和室  40 2 400  30.9％ 
1,082,736 円 

（4,380 コマ×30.9％×2 室×400 円） 

調理室  80 1 450  14.3％ 
281,853 円 

（4,380 コマ×14.3％×1 室×450 円） 

体育室  全面  800 1 900  20.1％ 
792,342 円 

（4,380 コマ×20.1％×1 室×900 円） 

体育室  

半面 A 
400 1 450  57.4％ 

1,131,354 円 

（4,380 コマ×57.4％×1 室×450 円） 

体育室  

半面 B 
400 1 450  54.1％ 

1,066,311 円 

（4,380 コマ×54.1％×1 室×450 円） 

多目的運動室  220 1 450  106.7％ 
2,103,057 円 

（4,380 コマ×106.7％×1 室×450 円） 

     合計 11,954,115 円 

 

なお、複合施設における具体的な利用料金の設定にあたっては、庁内検討会議（使

用料検討会議）での検討を経る必要がある点に留意を要する。 
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② 利用できる補助金等  

本事業の推進において利用し得る補助金等について、以下のとおり整理した。 

コア事業においては、以下に示す交付金等の適用可能性があるが、適用にあたって

は各種計画への位置づけが必要となる。なお、実際の交付金等の活用可否について

は、最終的には各所管（国土交通省等）への照会が必要となる点に留意を要する。後

述する VFM 算定においては、最も適用可能性が高い支援として「社会資本整備総合交

付金（国土交通省）」のみ見込むものとする。 

なお、起債については、2017（平成 29）年度に創設された「公共施設等適正管理推

進事業債」があるが、2021（令和 3）年度で終了見込みのため、ここでは考慮しない

ものとした。期間が延長となった場合には、優先的に適用を検討するべきと考える。 

 

 

図 34 利用できる補助金等  
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参考までに、民間事業者が都市機能誘導区域内に位置する跡地を活用する際に適用

可能性のある補助金等について検討・整理した。 

該当し得る補助金として、本年度から創設された整備費を支援する「都市構造再編

集中支援事業費補助金（国土交通省）」があるが、活用を可能とするには市による公

的不動産等活用支援が必要となる。 

また、民間都市開発機構による支援措置の具体的な中身として、都市誘導区域内に

おける都市開発事業に対する出資である「まち再生出資」及び全ての跡地が対象とな

る「共同型都市再構築」がある。ただし、いずれの投融資においても広場・緑地等の

公共施設整備を伴うことが条件となる。 

上記の国土交通省補助金は、市町村が設置主体となる（公共事業で跡地を活用す

る）場合も、下記の範囲で適用される。 

 

 
図 35 跡地を活用する際に適用可能性のある補助金等  
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③ 手法別の公共負担額の整理 

手法別の公共負担額について、以下のとおり整理した。 

公共負担額は対象敷地内における事業費を算出しており、跡地活用に係る既存施設

の解体費等は含んでいない。 

施設整備費に係る従来方式と PFI（BTO）方式の両方式に共通の資金調達条件として

交付金及び市債（15 年償還）を一定割合充当することを前提とした。その上で、残額

分について従来方式では一般財源を、PFI（BTO）方式では民間資金をそれぞれ活用す

るものとする。 

なお、維持管理・運営期間は市場調査結果を踏まえ 15 年とした。 

 

表 17 手法別の公共負担額  

（千円：税込み）  

単位：千円  従来方式  PFI（BTO）方式  

支出  

施設整備費（設計・建設費等）  4,184,062 3,765,655 

維持管理・運営費・保険料  2,682,845 2,330,747 

PPP 業務経費  

（SPC 開業費、アドバイザー費、借入金利等）  
0 181,477 

消費税  686,691 619,861 

その他（起債金利）  85,347 76,685 

支出計（A）  7,638,945 6,974,425 

収入  

補助金等（社会資本整備総合交付金）  1,711,000 1,540,000 

使用料収入  179,312 0 

その他（市税収入）  0 328 

収入計（B）  1,890,312 1,540,328 

公共負担額（A-B）  5,748,633 5,434,097 

 

※ 使用料収入は PFI（BTO）方式では利用料金として SPC の収入となる。また、PFI

（BTO）方式では、利用料金収入を充当した上で、なお不足する金額を維持管理・

運営費・保険料として計上している。 
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④ VFM 算出結果 

以上の設定条件を踏まえた VFM 算出結果を以下に示す。 

VFM 算出に用いる値は市の財政負担額を事業期間中にわたり年度別に算出し、現在

価値化した結果について比較しており、実額とは異なる。現在価値化にあたっては、

割引率を過去 10 年間の国債表面利率と GDP デフレーターの差の平均値である 0.43％

と設定し、物価変動率は考慮していない。 

 

表 18 従来方式と PFI（BTO）方式により実施する場合の VFM の値等  

項目  算定結果  

【A】  従来方式により実施する場合の財政支出額（実額）  5,749 百万円  

【B】  PFI（BTO）方式により実施する場合の財政支出額（実額）  5,434 百万円  

【C】  従来方式により実施する場合の財政支出額（現在価値）  5,486 百万円 

【D】  PFI（BTO）方式により実施する場合の財政支出額（現在価値）  5,158 百万円  

【E】  VFM（金額）＝【C】－【D】（現在価値）  329 百万円  

【F】  VFM（割合）＝【E】÷【C】（現在価値）  約 6% 

  



52 

 

4-4 仮説の検証結果 

① 官民連携手法の導入可能性について  

(ア)定性評価  

当初設定した事業手法・スキーム等の仮説に対して、市場調査結果に基づく検証を

行った結果を以下に示す。 

事業方式や形態、収入、業務範囲等については、当初設定した仮説に基づき事業化

を検討することができると考えられる。また、市場調査の結果、本事業に民間ノウハ

ウを活用することにより、市直営では実施し難い多様な付加価値を伴うサービスの創

出・提供が期待できることが確認できた。 

一方、維持管理・運営期間については、将来の不確実性が特に高い業務（設備更新

等）が事業範囲に含まれること等を回避し、民間事業者の参画意欲を高めるために

「15 年を想定」することが適当と考えられる。 

跡地については PFI 事業の提供サービスとの相乗効果等は期待しつつも、更地化が

数年後である中でコロナ禍による投資判断を求めることの難しさ、PFI 事業の安定性

に及ぼすリスク、コンソーシアム組成の困難さを考慮した対応が必要と考えられる。 

 

表 19 事業手法・スキーム等  

対象敷地に係る  

事業方式  

PFI（BTO）方式  

複合施設及びオープンスペースの設計・建設、維持管理・運営と八幡認定こども

園の設計・建設、維持管理を一体的に実施することを想定する。 

事業形態  

混合型 

※市は、事業者を指定管理者に指定し、複合施設及びオープンスペースの運営で

得られる利用料金を事業者の収入とする事（利用料金制の導入）を想定する。 

民間事業者の  

収入  

【複合施設及びオープンスペース】 

・設計・建設業務、維持管理・運営業務に係る市から支払われるサービス対価 

・利用者から得られる利用料金 

【八幡認定こども園】 

・設計・建設業務、維持管理業務に係る市から支払われるサービス対価 

業務範囲  
八幡認定こども園の運営業務及び複合施設の行政機能に係る運営業務を除き、対

象施設の設計・建設、維持管理・運営は全て事業者の業務とする事を想定する。 

公的資金の併用  本事業にあたり、社会資本整備総合交付金等及び市債の併用を見込む。 

事業期間  
設計・建設期間 2～3 年を想定 

維持管理・運営期間 15 年を想定 

跡地事業との  

関係性  

複合施設等との相乗効果等を期待した内容による活用を図りつつも、各種のリス

ク等を考慮し、活用主体を PFI 事業とは別公募とすることを検討する。 

その他留意事項  
現指定管理者のノウハウが有効に発揮されている業務は、当該指定管理者と協議

の上検討。 
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前述の内容について、事業スキームの概念図や提供するサービスと金銭の流れ等に

ついて整理した内容を以下に示す。対象敷地事業と跡地活用事業は、市場環境に配慮

し別々に公募することを基本としつつも、募集条件等において両者の一体性・相乗効

果を維持する規定（連携協定の締結義務や後述する跡地活用方針を踏まえた跡地活用

用途の条件設定等）について検討する。 

 

 

図 36 事業スキームの概念図（検証後）  

 

 

図 37 コア事業及びこども園におけるサービスと金銭等の流れの整理  

  

BTO方式
複合施設

（収益施設含む※）

オープン

スペース

認定こども園

事業者の参画意欲の高い

跡地

市
（施設所有）

落札グループ

SPC
（特別目的会社）

金融機関

設計・建設・維持管理・運営・資金調達

事
業
契
約

基本協定

設立

融資契約

直接協定

混合型
（貸室収入等）

混合型
（イベント収入等）

サービス購入型

設計 建設
維持

管理
運営

設計 建設
維持

管理
運営

設計 建設
維持

管理
運営

定期借地等 独立採算型 設計 建設
維持

管理
運営

施設等 事業方式 事業形態 事業者の業務範囲

指定

コ
ア
事
業

対
象
敷
地
事
業

跡
地
事
業

既存施設
解体・更地化

時間軸

事業主体

SPC

活用

事業者

＜市場環境への配慮＞
コロナ禍による投資判断の難しさ、
両事業のタイムラグを考慮し、
事業主体は別々に募集

＜面的な一体性・相乗効果への配慮＞
対象敷地向かい側跡地を中心に
一体性・相乗効果が期待できる
機能となるよう募集条件を考慮

※複合施設内の収益施設は、事業者に賑わい創出等のインセンティブが働くよう、「床貸し」の形態を想定する（床代優遇可否は継続検討）。

講座・イベント等主催者

利用者（市民等）

市原市

PFI契約
指定管理者
の指定

サービス

￥A

行為に供する

整備
維持管理・運営
対価請求

SPC

施設
管理者

民間
事業者

エンド
ユーザー

対象施設

施設
使用者

【凡例】 ￥A：サービス利用料（利用者負担） ／ ￥B：施設利用料金 ／ ￥C：サービス対価（市負担）
※多目的ITルームは公共による使用（研修の実施等）及び市民利用の両方を想定

構成員・協力企業

整備
維持管理

￥B￥B

利用許可 サービス

￥A

整備
維持管理 運営

サービス

￥C

【こども園】
認定こども園

【その他】
駐車場

サービス

【行政機能】
行政窓口・事務スペース

【情報支援機能】
図書室・学習ブース

サーバー室
多目的ITルーム※

【青少年健全育成機能】
相談室・研修室

整備
維持管理
対価請求

複合施設＋
オープンスペース

運営 運営

【生涯学習機能】
多目的室

(小・中・大)
和室
調理室
体育室

多目的運動室

【地域活動交流機能】
多目的エントランスホール
【オープンスペース】
オープンスペース
【情報支援機能】

多目的ITルーム（再掲）※

￥C

運営
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以上の事業スキームに基づき、本事業を「①機能の複合化」、「②施設の集約

化」、「③事業の一体化（連携に基づく対応を含む）」といった総合的な観点で実施

する。これにより、「施設面積の縮小化」や「施設間連携・相乗効果の発揮」等の多

様な効果を期待することができ、八幡宿駅周辺エリアの価値の最大化につなげる。 

 

 

図 38 官民連携手法に基づく総合的な実施に伴う期待効果  

 

  

オープン
スペース

駐車場

認定
こども園

整備主体

管理運営主体

整備主体

管理運営主体

整備主体

管理運営主体

整備主体

管理運営主体

各跡地

民間収益
施設

整備主体

管理運営主体

開発主体

管理運営主体

①機能の複合化

②施設の集約化

複合施設
（市原支所等）

③事業の一体化

①
機能の
複合化

 施設面積の縮小化
 施設間の重複機能の最適化等による、既存施設
の総面積からの縮小化（削減）に伴う効率化

 職員の効率的な配置
 事務機能の集約化による、スペースの縮小化と職
員の効率的配置

②
施設の
集約化

 施設間連携・相乗効果の発揮
 駐車場を集約し、無駄のない効率的な利用を実現
 オープンスペースや子育て支援機能等、各施設利
用者で共有ニーズのある機能の利用を効率化

 地域交流の活性化・賑わいの創出
 様々な機能を集約することにより、多様な利用者、
多様な世代の交流・賑わいを創出

③
事業の
一体化

 スケールメリット等によるコスト縮減
 事業規模拡大に伴うスケールメリットや、LCC（ライ
フサイクルコスト）の観点等に伴うコスト縮減を期待

 相乗効果によるサービスの質の向上
 各施設が連携したサービス提供の実現、全体での
提供サービスの抜け漏れ発生の防止等

各観点に基づく期待効果「総合的な実施」における３つの観点の概念図

点

面

＜市の玄関口＞
八幡宿駅
周辺エリアの
価値の最大化

多様な世代交流から
生まれる市民の声を、
一体化した事業主体
が吸い上げ、運営に
反映し施設の魅力を
最大限引き出せる
仕組みの構築を図る

施設の魅力向上が
利用者の満足度に
つながることで、
ひとが住み続ける

まちへの発展を目指す
連携

含む
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また、市場調査ならびに地域ニーズに対する調査から、跡地にあたっては以下のよ

うな方針で活用を進めることが有効と考えられる。併せて個別の跡地について、配慮

事項、方針、活用例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 39 跡地の活用方針  

  

【跡地全体に係る方針】 

1. 土地の売却や賃貸の検討なども含め、地域全体で公共施設量のバランスを図り、民間

活力の活用を含めた効果的かつ効率的な公共サービスの提供を行う。 

2. 「定住・交流につながる拠点づくり」に寄与するサービス機能の導入を図る。 

※市有地外  

青少年指導センター 

教育センター 

市原市武道館 

市原支所等  

（市原支所・八幡公民館・八幡認定こど
も園・旧八幡幼稚園（一部））  

【個別の跡地活用方針】 

 

対象施設 配慮事項 活用方針 活用例 

市原支所等 

 第二種居住地域（一部は第一種）となっているた

め、大型の施設 10,000㎡（一部 3,000㎡））

の場合は用途について留意する必要がある 

飯香岡八幡宮など歴史ある地域

のアイデンティティを活かした、複合

施設と連続性のある施設整備 

・飲食店舗 

・食品 

・物産品店 

・住宅 

・駐車場    など 

市原市武道館 

 市原市拠点形成構想において「医療・福祉・子育て

支援」及び「健康増進」がテーマとして設定されている 

 周辺は一軒家が集積しており、高齢者が多く居住し

ている 

市民と地域の元気・活力を生む土

地の活用 

 福祉施設 

 住宅・社宅 

 駐車場   

 健康増進  など 

教育センター 
 第一種居住地域のため大型（3,000 ㎡）の施設

の場合は用途について留意する必要がある 

商店街と調和のとれた効率的な土

地の活用 

・住宅・社宅 

・駐車場    など 

青少年指導センター  徒歩でのアクセス性が課題 効率的な土地の活用 

・民間や千葉県(警察署、土木事務所)

への売却や貸地 

・駐車場 

・コンビニ    など 
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(イ)定量評価  

PFI（BTO）方式の場合に約 6％の VFM を期待することができることから、本事業に

官民連携手法を導入することで、市の財政負担額の適正化を図ることが期待できる。 

 

(ウ)市場性評価  

市場調査の結果、本事業に官民連携手法を導入することに対して、多くの実績ある

民間事業者から高い関心を得ることができた。今後、さらに本事業の魅力を高めるべ

く検討を進めることで、複数の民間事業者が参画できる競争環境を確保した事業化の

推進を期待できる。 

 

(エ)関連法制度評価  

本事業を官民連携手法に基づき推進することを妨げる、明らかな関連法制度は確認

されなかった。 

 

(オ)総合評価  

以上の各評価結果を総合的に評価すると、本事業を【BTO 方式－指定管理者制度

（使用許可権限付与・利用料金制）－混合型】に基づき推進することで、本事業の効

率的・効果的な事業化を図ることができると考える。 
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② その他、本調査の結果得られた示唆  

本調査の結果、以下の示唆を得ることができた。 

 

(ア)多様な機能を有する施設への一体的・効果的な官民連携手法の導入  

既存公共施設の各機能の複合化（複合施設の整備）に加え、オープンスペースや認

定ども園といった各施設の集約化、ならびにその実現に係る整備及び管理運営を一体

的に民間事業者に委ねる（認定こども園の運営を始め、引き続き市が担う業務につい

ては民間事業者と必要な連携を講じる）という事業の一体化について、いずれも民間

ノウハウの発揮による効率的・効果的な事業の実施が期待できることを確認できた。 

一方、「公的不動産の一体的活用」（59 頁）で後述するとおり、本事業における複

合施設等に係る PFI 事業と跡地活用事業は、それぞれの事業の不確実性や想定する事

業者の共通性の点で相違が認められる。 

今回の調査結果を踏まえると、これらを一つの事業として捉えることは、PFI 事業

の安定性への懸念が生じるだけでなく、コア事業に対する民間事業者の参画難易度を

高める結果になると想定されることから、複合施設等に係る PFI 事業と跡地活用事業

は、個別に公募とすることが望ましい。 

市が目指す、集約後の公共施設跡地についての積極的に活用及び官民連携による周

辺地域全体の価値向上については、市原支所等跡地を中心に、PFI 事業で提供するサ

ービスとの連携等を求める仕組みを検討することが有益と考える。 

  



58 

 

(イ)既存ストック活用に係る課題や解決方法  

検討及び市場調査結果を踏まえると、本事業を効果的に推進する上で、対象敷地を

都市公園として存続させることは、行政の事務所機能も有する複合施設の整備自体が

施設の用途制限上困難と考えられることや建ぺい率等の制約を受けることから、望ま

しくはないと考える。また、オープンスペース部分のみ都市公園として存続させるこ

とも考えられるが、その場合、敷地の一部が都市公園法の改正等の可能性を考慮する

必要がある。また、市の所管が異なる等の状況を招くため、長期にわたり対象敷地全

体を一体的に有効活用し、にぎわい創出等を実現し続ける民間事業者の立場として

は、回避したい事態と判断される。 

以上を踏まえ、本事業の効果を最大限に発揮するためには、都市公園の機能につい

ては、代替地への移転を図り、対象敷地は都市公園法に基づく公園から除外すること

が望ましいと考えられる。 

参考として、都市公園存続・移転に関して想定される各案の比較表を以下に示す。 

図 40 八幡運動公園存続・移転の比較  

  

A案
公園を残す or 区域拡大

B案
複合施設部分を公園から除外する

C案
公園を移転する

イメージ

公園部分面積
21,300㎡
（現況と同じ）

23,762㎡
（やや増加）

20,762㎡
（やや減少）

向かいの跡地：
10,000㎡程度

その他の箇所：未定

建ぺい率
【複合施設の想定】
• ３F建て
• 建築面積：1,800㎡
• 延床面積：5,500㎡

【収益施設の想定】
• カフェを想定
• 建築面積：250㎡

【こども園の想定】
• 建築面積：780㎡
• 公園占用施設

・        ※

（複合施設を公園部分に建てる場合の想定）

 複合施設の機能は    に  するため

  なし 
   建ての場合、建築面積は     ㎡
     建 率       ㎡      ㎡：  
     建 率       ㎡      ㎡：  

 収益施設は、        を 用する場合は
   の  にで 、 用しない場合は  
に  される 

・複合施設部分：   

   なし 
   建ての場合、建築面積は     ㎡

用地面積は     ㎡

・公園部分：        ※

   なし 

 収益施設は        を 用する場合は
   の  にで 、 用しない場合は

  に  される 

・   

   なし

施設用途の  
• 市原支所は行政の事務所機能であり、
公園施設としての配置は難しい

・過年度の想定機能は  なし ・同左

移転等の手続 
及び理由

−

• 公園区域拡大の手
続 が必要

• 拡大する理由の検
討が必要

• 公園区域縮小の手続 が必要
• 縮小する理由の検討が必要

• 公園移転の手続 
が必要

• 隣接地に移転する
理由の検討が必要

• 公園移転の手続 
が必要

• 別の箇所に移転す
る理由の検討が必要

施設管理者
・公園緑地課
・生涯学習課

・公園緑地課
・生涯学習課

・公園緑地課
・生涯学習課

・生涯学習課

民間事業者意見 ・民間収益事業実施の観点からは都市公園を外すほうが望ましい

総合評価

×
用途  により市原支所を含む複合施設
を公園内に設置するのは難しいと考えら
れる

△
代替地がある場合、規模を縮小して公
園として残す必要性が低く、理由の設
定が容易ではない

△
隣接地に移転する必
要性が低く、理由の
設定が容易でない

○
代替地を確保で れ
ば移転は可能と考え
られる

※： 10%の施設：運動施設、教養施設、
休養施設、災害応急 策に必要な施設、
公募  公園施設（Park-PFI）等

複
合
施
設

向かいの跡地に
公園を移転

約10,000㎡

離れた箇所に
公園を移転

場所・面積未定
公園敷地

青少年会館
敷地

Cー1 Cー 

公園施設
として設置 複

合
施
設公園敷地

青少年会館
敷地を公園に編入

複
合
施
設

複
合
施
設

複合施設の用地を公園から除外Aー１ Aー 

公園施設
として設置

複合施設用地面積：3,000㎡

収益

施設

収益

施設

収益
施設

収益
施設

こど

も園

こど

も園
こど

も園

こど

も園

こど

も園
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(ウ)公的不動産の一体的活用による既成市街地の面的なリノベーションにつ

いて 

市場調査の結果、それぞれの跡地への意見は下表のとおりとなった。 

 

表 20 跡地への意見  

市原支所等  

  幹線道路に面するまとまった規模の敷地であり、用途制限が緩やかな

ため定期借地による活用が見込まれる。 

  商業地としての活用の可能性があり、民間活用に任せた方が土地の有

効利用になるため売却も見込まれる。 

教育ｾﾝﾀｰ  
  駅から徒歩圏内であり、駐車場確保も可能な広さがあり工業団地も近

いため、定期借地及び売却による活用が見込まれる。 

武道館  
  駅や保育園から徒歩圏内の住宅地内に立地するため、マンション需要

が想定でき、売却による活用は見込まれる。 

青少年  

指導ｾﾝﾀｰ  

  間口が狭いことに加え、一方向の片側車線からしかアクセスできない。

また、準工業地域であり、周辺に行政機関が点在しているので、住宅

地としての活用は難しい。 

  隣接する千葉県市原警察署における一体的な活用を検討しても良いの

ではないか。 

  まずは行政機関で分室、出張所等のニーズがないか検討した上で、行

政活用の可能性がなければ民間企業への売却の検討を行うべきである。 

 

対象敷地に近接する市原支所等跡地を中心として、個別の活用事業としての可能性

はある旨の意見を複数受けることができたが、主に以下の理由に基づき、複合施設等

に係る PFI 事業と跡地活用事業は切り分けて公募することを望む声が大半を占めるこ

ととなった。 

 

  跡地活用事業（公有地を活用した民間事業）の採算性が確保できず、仮に事業者の

変更や撤退等の事態が生じてしまった場合、対象敷地における PFI 事業に対して

も事業者（コンソーシアム）の体制や実施内容の変更等を要する可能性があり、結

果として当該 PFI 事業の安定性にリスクを及ぼし得る。 

  複合施設等に係る PFI 事業を担う事業者のみならず、跡地活用事業も担う事業者

もコンソーシアムに組み込む必要が生じる。異業種も含めた多くの事業者を確保す

ることからコンソーシアム組成の難易度が高まり、事業参画の障壁となる。 

  跡地活用事業については、コロナ禍の影響で投資の原資を確保し難く、また連携し

得る他の事業者の動向を含めて先を見通し難い状況下で投資判断を行う必要がある

ため、参画を判断することは容易ではない。跡地が活用できる状況になる（更地と
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なる）時点が数年先である点も判断を難しくする。 

 

以上により、複合施設等に係る PFI 事業と跡地活用事業を一体化し同時に公募する

ことは、民間事業者の参画障壁が高くなり、結果として健全な競争による事業水準の

向上が望めないだけでなく、事業成立が危ぶまれる可能性が高い。 

このようなリスクを回避しつつ、市が目指す官民連携による周辺地域全体の価値向

上を実現するためには、両事業を担う民間事業者を別々に公募しつつ、かつ両事業で

提供するサービスの相乗効果や連携を誘引する仕組みづくり（53 頁で前述した連携協

定の締結義務や跡地活用方針を踏まえた跡地活用用途の条件設定等）が必要となる。 

なお、活用対象となる公有地が本事業のように将来的に生じる跡地ではなく、既に

活用可能な状態である場合は、将来的な市場環境の変化等に伴う不確実性のリスクが

軽減できるとともに、PFI 事業と跡地活用事業の一体的推進による効率化、同時供用

開始（グランドオープン）による事業全体の活性化等も期待できるため、両事業を担

う事業者を一体で公募した場合でも、事業の成立可能性は高まるものと考える。 
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また、公有地活用方式としては跡地ごとに「定期借地方式」、「売却方式」のそれ

ぞれを希望する意見が複数確認されたことから、下記に示す両方式の特徴等を考慮

し、活用条件の検討を進める必要がある。 

 

 
図 41 公有地活用方式に関する特徴等  
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5 今後の進め方 

5-1 事業化に向けてのスケジュール  

事業化に向けては 2021（令和 3）年度、2022（令和 4）年度に民間事業者の公募及

び選定を行い、事業契約締結後に設計・建設に着手することを想定している。 

 
図 42 想定スケジュール 
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5-2 今後の検討事項等 

(ア)駐車場の整備及び運営方法  

対象敷地内には、前述のとおり八幡認定こども園とオープンスペースの確保を予定

しており、敷地の有効活用の追求と財政負担額の観点から、立体式の駐車場整備及び

管理運営の実現可能性を考慮した事業条件の検討が必要となる。 

なお、駐車場を立体化するか否かで事業予算を変更する訳ではないため、立体化に

伴う追加費用は事業全体でのコスト縮減や市が容認する範囲での駐車場有料化による

収入等でまかなうことが基本的な考え方になると想定する。 

 

(イ)オープンスペースの利用料金  

施設供用開始後のオープンスペースでの展開事業については、民間事業者に提案を

求める予定だが、オープンスペースの利用料金の上限金額については予め条例での規

定が必要となることから、民間事業者が事業を展開し易い利用料金の枠組みを設定す

る必要がある。 

 

(ウ)図書空間に係る要求水準の整理・明確化  

複合施設内には、従来の公民館等の図書機能（図書館法上の図書館であることを想

定していない。）を継承し、地域活動の支援や生涯学習の充実、賑わいの創出に資す

る図書機能を有する空間を設置する。 

特に、近年の複合施設においては、特徴的な図書空間を提供することで、施設の人

気を高めている事例が多くあることから、本事業における図書空間の要求水準の整

理・明確化は、施設の目的を踏まえ慎重に検討する必要がある。。 

 

(エ)子育て支援機能に係る要求水準の整理・明確化  

子どもや保護者が気軽に利用できる施設を目指し、授乳室や雨天時でも遊べる屋内

キッズコーナー、図書機能と連携した読み聞かせコーナーなど、子どもや保護者が気

軽に楽しく利用できる施設を目指すことで、結果として、多世代を集客する効果が期

待できる。 

こうした点を考慮した子育て支援機能に係る要求水準の整理・明確化を検討する必

要がある。 
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(オ)運営業務の柔軟性を確保する仕組みづくり  

市場調査において、維持管理・運営期間中に安定的なサービス提供を実現し続ける

ためには、当初の提案事項に過度に縛られた硬直化した運営ではなく、合理的な理由

に基づく内容の見直し等、官民の相互理解と歩み寄りによる柔軟性の確保を求める意

見が複数確認できた。また、市民の細かなニーズの実態は提案時点ではあくまで仮説

の域を出ず、供用開始後の利用状況や利用者アンケート等により把握せざるを得な

い。特に、コロナ禍を経験した今、社会のニーズは変化する可能性が高く、市も民間

事業者も従来の経験に基づく予測は非常に困難な状況にある。そのため、例えば供用

開始 1 年目を「試行期間」と位置づけた上で、1 年目の事業成果を踏まえ、後年度の

実施内容を精査するスキームについても可否を含め検討する必要性が高いと考える。 

さらに、当初の提案内容を基準としつつも、事業の実施状況に応じた随時又は一定

期間（3 年～5 年ごと）ごとのソフト事業の見直しを行い、新しい生活様式やアフター

コロナも含めた時代の変化に応じた柔軟性の高い事業実施がなされるスキームも考え

られる。なお、ソフト事業の見直しにおいては官民協議により決定することが想定さ

れる。 

上記の対応の必要性に関する概念図を以下に示す。 

 

 

図 43 需要リスクを伴うソフト事業における柔軟な仕組みの必要性  

 

(カ)地域関連主体と協議・連携する仕組みの整理  

複合施設及びオープンスペースの運営業務にあたっては、施設の運営方法や行政行

事、日常利用に関して、市の協力を前提としつつも、PFI における民間事業者（SPC）

が主体的に地域関連主体と協議・連携する仕組みを検討する必要がある。 

なお、八幡公民館と市原青少年会館の指定管理者は、地域密着型の事業を展開して

おり、今後も継続が望ましい事業があり得ることから、既存事業の精査と実施主体の

検討を行う必要がある。 
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6 資料編 

6-1 地域の市場やニーズに対する調査の概要  

① 地域の市場やニーズに対する調査対象及び実施方法  

当該地域の市場状況や地域ニーズ、地元事業者の進出可能性などを把握するため、

地元事業者を中心に、以下の 7 主体にヒアリング調査を実施した。 

 

表 21  地域の市場やニーズに対する調査対象  

 
業種 

1 市原市商工会議所 

2 地元金融機関 

3 地元コミュニティビジネス事業者 

4 地元飲食関連事業者 

5 地元教育関連事業者 

6 地元不動産関連事業者 

7 地元健康・福祉関連事業者 

 

② 地域の市場やニーズに対する調査内容 

 

表 22  地域の市場やニーズに対する調査内容  

設問 内容 

1 市原市・八幡宿駅周辺の特徴について 

2 八幡宿駅西口周辺の現状について 

3 八幡宿駅周辺に不足しているもの・あると良いと思うもの 

4 複合施設および公共施設跡地の活用について 

5 地元事業者の進出可能性・連携可能性について 
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6-2 市場調査の概要 

① 市場調査対象企業及び実施方法  

市場調査対象企業 22 社に対して事業概要書及び回答票を送付した。結果、回答票の

みでの回答又は口頭での回答が 8 社、対面又は web 会議形式でのヒアリング実施 14 社

である。 

 

表 23 市場調査対象及び実施方法  

業種 実施数 実施方法 

ゼネコン・不動産関連 9 社 Web 会議/対面/回答票/口頭 

子育て支援サービス 
・屋外遊具等関連 

3 社 Web 会議/対面/回答票 

図書サービス関連 2 社 Web 会議/対面 

駐車場関連 2 社 対面/回答票 

その他管理運営・収益事業、 
金融金融等 

6 社 Web 会議/対面/回答票 
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② 市場調査で用いた事業概要書  
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③ 市場調査内容 

 

表 24  市場調査内容  

設問 内容 

1 本事業への関心について 

2 施設整備について（諸室構成、面積の適否） 

3 事業手法について 

 3-1 民間事業者の業務範囲、公民業務分担について 

 3-2 維持管理・運営期間について 

4 リスク分担について 

5 民間収益施設について 

6 総合的な事業スキームについて 

 6-1 事業方式について 

 6-2 事業形態について 

 6-3 事業主体について 

7 跡地の活用について 

 7-1 跡地の活用見込みの有無、活用方法（定期借地・売却）について 

 7-2 跡地で実施する事業内容の想定について 

8 事業スケジュールについて 

9 駐車場の整備及び運営方法について 

10 オープンスペースの活用について 

 10-1 利用料金の設定方法について 

 10-2 想定されるオープンスペースの活用方法について 

11 図書館の整備及び運営方法について 

12 子育て支援について 

13 八幡運動公園の都市公園の存続について 

14 地域関連主体との協議について 

15 本事業に関する意見、要望、提案等 

 

 


